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日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発してゆく

開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものであります。従来

は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野内の海洋工学について学問や技術

の進歩を図Ｄ、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大し

てゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦

してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の有機的な協力、

既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技術を取り込むことに

よる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に沿っ

た活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８ｓ年（昭和６３年）に設立

致しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の発掘、共同

研究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活動報告会、続い

て第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。

そして、平成１１年４月1日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協会を

会員とする連合体学会としての体制を明確にし、今後これまで以上に海洋工学

分野での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、さらに日本

の海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、充実した構成にしたいと考

えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。
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第２６回海洋工学パネル

パネルテーマ：２１世紀の環境創造

１．東京湾の自然の現況と修復策（三番瀬などを例として）

風呂田利夫東邦大学理学部教授

２０世紀中頃まで、東京湾の海岸は広大な河口湿地と干潟そして浅場が広がっていた。

しかし、２０世紀後半にはそれらのほとんどが埋立により消失し、今では三番瀬、小櫃川河口

などごく一部にその姿の一部を留めるのみとなった｡三番瀬は船橋から行徳にかけての海岸

部に残る浅瀬干潟域である。すでに干潟部のほとんどは埋立や地盤沈下により消失したが、

－部干潟となる浅瀬部が約1200ヘクタールにわたって残っていることから､その保護と環境

修復の必要性が社会的論点となっている。この講演では、東京湾の本来の自然海岸である河

口湿地や干潟の構造と、そこに生息している底生動物の分布構造から、東京湾海岸に求める

べき環境構造について三番瀬の環境修復策の提案を行う。

２．沖縄・亜熱帯海域におけるサンゴ礁生態環境の現状と保全戦略

灘岡和夫東京工業大学大学院情報理工学研究科情報環境学専攻教授

サンゴ礁生態系は、熱帯・亜熱帯の比較的低栄養塩レベルの海域に、きわめて巧妙なバラ

ンス構造に基づいて豊かな生物相を形成しているユニークな生態系であり､サンゴはその基

盤的な役割を担っている。しかし、世界規模の海水温上昇が主因とされる白化現象や陸域か

らの表層土壌・過剰栄養塩流入などの環境負荷によって、現在では世界の約6割のサンゴ礁

が危機的状況にあるとされている。講演では以下の項目について述べる。１)サンゴとは、２）

沖縄におけるサンゴ礁生態環境の現状､3)陸域からの環境負荷としての赤士流入のモニタリ

ングとモデル化､４)沖縄広域沿岸海水温モニタリングネットワーク、５)慶良間列島はサンゴ

幼生供給源となっているか？6)再びオニヒトデ大発生の気配､7)サンゴ礁保全戦略に向けて。

３．自然再生に対する行政の取り組み

岩瀧清治国土交通省港湾局環境整備計画室長

近年、地球規模での良好な環境の保全や持続可能な発展、恵み豊かな環境の次世代への継

承が求められている中、国土交通省港湾局では、港湾環境整備の目標を「環境と共生する港

湾（エコポート）づくり」とし、これまでに諸施策を講じてきた。

ここでは､わが国の港湾における環境政策の変遷と現在のエコポートの形成に向けた取り

組み､これを受けた港湾法および港湾の開発などに関する基本方針の改正､さらには､藻場、

干潟の再生や海浜、緑の拠点の創出など、港湾における自然再生への新たな取り組みについ

てその概要を紹介する。

討論１

海洋工学関連会議報告

－４－



４．英虞湾の漁業者と一体となって進めた干潟再生プロジェクト

～凌喋へＦロを用いた干潟再生技術の開発～

上野成三大成建設㈱技術センター土木技術研究所海洋水理研究室

主任研究員

水質悪化が著しい英虞湾を再生するために漁業者と一体となって取り組んだ干潟再生実

験を紹介する。凌漂ヘドロは、通常汚濁物質として扱われるが、有害物質を含有しなければ

栄養に富んだ資源とみなせる。本実験では､凌喋ヘドロや養殖作業から出る付着生物を用い

て干潟を造成し、天然干潟以上に豊かな干潟生態系が再生できるという結果が得られた。こ

の技術は今まで廃棄されてきた不要物を環境再生の資源として見直した点に新規性があり、

資源循環型の環境再生技術であると言える。さらに、今回の取組みは地域市民主導型の技術

開発の先駆的事例として注目を浴びている。

５．事例からみた藻場造成技術の現状と課題

～海の視点、陸の視点、空の視点～

森田健二㈱東京久栄環境創造エンジニアリング部課長

岩礁性藻場（ガラモ場・海中林）造成は水産分野での技術蓄積が豊富であったため、比較

的早期から大規模造成事業の実績がある。近年では各種港湾施設の整備に環境共生、自然調

和の概念が導入され実績を挙げつつある。しかし、植食動物の増加、陸上からの汚濁負荷の

上昇、温暖化に伴う水温上昇による磯焼け現象も顕在化してきている。

砂泥性藻場(アマモ場)造成は10年ほど前から大規模造成事業に取り組む事例が増えだし、

技術指針も整備されつつある｡ただし､底生生物や鳥による食害､違反操業による刈り取り、

局所地形による環境の特殊性など､これまであまり知られてこなかった阻害要因も明らかに

なりつつある。藻場は海中に形成される群落であるが、その保全と再生のためには海の視点

だけではなく、陸の視点、空の視点も欠かせない。

６．微生物による底質浄化

大槻忠㈱工コテクノロジー研究所代表取締役

水域における底質浄化法の一つとして、微生物（細菌）による浄化が考えられるが、既に

種々なバクテリア剤（材）等が市販されており、各地での実施例もみられる。

しかし、一般に有機物分解活性の高い細菌群はそのほとんどが好気性細菌であり、水域に

あって水温の高い夏季には一般に低酸素化するため､これらの好気'性細菌群を導入したとし

ても､必ずしも十分な浄化活性は得られていない｡また､ＤＯが高濃度に存在する冬季にも、

通常の細菌にとっては低温すぎるため、やはり大きな有機物分解活'性を得ることは難しい。

それ故、増殖あるいは有機物分解の至適温度が、一般的な水域の冬季水温である10～15℃付

近にあるような好冷細菌を分離して､Ｄ○の十分存在する秋～春季に底質浄化を行う試みが

なされ始めている。

討論２
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会 挨拶開

日本海洋工学会会長増田光一

おはようございます。建築学会から参加している増田です。開会に際しまして一言ご挨拶

させていただきます。

今回、海洋工学パネルも第２６回を迎えまして、「２１世紀の環境創造」と題したテーマ

を掲げました。午前の部では、環境の現状把握として講演を頂きます。午後の部では、環境

改善の技術について講演を頂きます。

日本海洋工学会のニュースとして、今まで運営委員会組織で活動してきましたが､外部と

の折衝を持つ場合､理事会を含んだ組織でないと活動が出来にくいということが分かったた

め､初期の理事会では運営委員会のメンバーが理事を兼ねて活動を行うこととして発足しま

した。運営形態は運営委員会と理事会を開催しています。

当会はパネルだけの活動であると先細りになるということがあるため､造船学会の浦教授

を中心とした企画ワーキングを設け、いろいろと新しい企画を検討しています。もう１つは

賛助会員の募集を行うこととしました｡日本海洋工学会の会員は構成する８学会が会員です

から、個人の会員その他はありません。あくまでも日本海洋工学会の趣旨に賛成して頂き、

賛助会員になって頂くものです。賛助会員に申し込んで頂くと、３年間無料でパネルに出席

できます。参加費をお支払い頂くよりは、若干特をするようにしてあります。本日も受付で

窓口を設けていますので、賛助会員になって頂きたいと思います。

本日は６題の貴重な講演がありますので､これらの講演を通して環境創造に対する活発な

ディスカッションを期待します。はなはだ簡単ですが､以上で挨拶に代えさせていただきま

す。
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東京湾の自然の現況と修復策

風呂田利夫

東邦大学理学部海洋生物学研究室

Ｌはじめに

東京湾の本来の海岸部は、河川から運ばれた土砂が堆積することで形成された前置層で取り囲まれ、この

前置層上に河口湿地や干潟そして浅瀬が広がっていた（図１）｡しかし近年、特に２０世紀後半になってから

これらの前置層の大半が埋め立てられ、現在では東京湾そのものの面積は８０％に減少するとともに、干潟

浅瀬部の90％が消失した。また同時に、港湾建設や埋立土砂採取のため浅海部の波喋が行われ、深掘部が

至るところに形成された。このような状況の東京湾に、周辺の都市や産業用地から大量の生活ならびに産業

排水が流入し、その中に含まれる有機物や無機栄養塩の供給により東京湾水の富栄養化が進んだ。

豊富な栄養塩類の存在のものとで、東京湾水中で

は植物プランクトンの増殖が盛んに行われ、湾水の
自然堤防

透明度が低下するとともに、大量の有機物供給が続

いている。有機物の多くは海底に沈降堆積する。し

たがって海底では、生物とくにバクテリアによる有

機物分解が盛んに行われ、その分解のために水中の

酸素が消費きれている。水中の酸素は太陽エネルギ

ーが浸透する表面近でのみ、植物プランクトンの光

合成ならびに大気からの溶け込みにより供給され

る。透明度の低下した東京湾では光合成の可能な水

深は極めて浅く、特に赤潮状態のような植物ブランク

泥膚(底Ｆ円）前■斜面砂田(前砥居）

（上部泥■）（上部砂田）

図ｌ小楯Ⅱ|河口干潟の前置層（貝塚、1992を一部改変）

深は極めて浅く、特に赤潮状態のような植物プランクトンが大増殖したときには数ｍ以浅となる。東京湾の

平均水深は約15ｍであるから、東京湾海水の大半が酸素を消費する層となっている。

海水は秋から冬の寒冷期には表層水の温度が低下し、低水温高密度となった表層水が海底まで循環しやす

いが、夏の高水温期には表層水は高温低密度となるため、循環は停止する。したがって、夏期には底層や海

底への酸素供給が断たれ、貧酸素状態となる。貧酸素状態では多くの動物ベントス（底生動物）は生息が困

難となり、夏期には東京湾の広範囲でベントスの生息していない無生物域が形成される（図２）。

このような無生物域が形成される一方、水深が浅く酸素供給が続く干潟や浅海部では生物は安定的に生息

でき、東京湾のなかで生物が最も豊かに生息する海域となる。つまり、人為的影響により富栄養化すると、

生物の生息環境としての干潟や浅海部の重要度は相対的に増加することになる。言い換えれば、人為的影響

による生態系の劣悪化を防止するには、干潟や浅海部の保全は不可欠な課題であった。それにも係わらず、

その大規模な消失をもたらしたことが、今日の東京湾環境問題の原点と言える。

－８－



２河口湿地、干潟、浅瀬の生態学的機能

河口湿地や干潟ならびに浅瀬はその盛ん

な生物生産のもと、生物多様'性維持、海水

の浄化機能、漁業生物の成育、潮干狩りな

どのレジャー、環境学習などざまざまな生

態学的機能を持っている。

河口湿地や干潟そして浅瀬は水深変化に

すると数ｍにすぎないが、潮汐の干満に伴

う干出と水没の海水条件としては極めて大

きな変化であり、また泥から砂までの底質

の差異、ヨシやアマモなどの植物群落の有

無など、陸から海への移行域として極めて

多様な環境である。ここに生息する生物

は、その環境勾配の特定範囲のなかで生息

するため、環境の変化に伴い生物種構成が

変化する（図３）。これらの生物のうち、

河口湿地や干潟の固有種つまり内湾の潮間

帯のみをその生息場としている種は、岸寄

りの潮間帯の高い位置に分布する種の中に

より多く見られる。岸に近い高い位置は、

干拓や埋立などの開発による消失が沖部の

低い位置よりも著しく、干潟固有生物は、

埋立の影響をより強く受る。つまり、干潟

の90％以上が消失した東京湾ではその面積

を考えただけでも干潟生物は大きな影響を

受けたことを容易に想像できるが、生物多

様性の面ではさらに深刻な影響を受けたと

いえる。

鶴

函已、

’'６０

'’１

１１’
０１

１０１
１１,

、ｌ

ノ’

'１，１;１，
０、

ｍｌｑＩ区ﾀ)ごとび)hﾋﾞﾋﾞMijl物の稀敬と現7両｝（澱lTiIil・尺/''１?)，

(）｜ｋ碗ljll

現行、

ＣＣＩ（0.00-0】(1)

８」（５．０８－３２，０）

１２４（３６２－２ｨ１７０）

３６．０（4.0］－１２，．００）

2325（n２，８－５月６:17）

lWi職

０．２（、］）

３３（２－５）

ＲＯ（５－１２）

ＭＭ)（９－２２）

2(１２(27-：１６）

IFlln[｢<分

艇化物lIljlj（

(ＩｉＷ'j剛IlljIlY

弱朽岡l1lj灰

祢i肘栄碕ifIjlY

9iMMtiWljlj（

図２夏期の底生動物生息状況（風呂田1986）

０２
１--__▲

－－:員・Ｋｉ呂麺-－－一一砂荷干以一一

１，フビヨタア
射リニンイＩ唾砂
ノiｌ’ＨＷｉＲルＤＫ襖

〕距坦化、）

鯛二軸

JirJLiiIiJjiIj［
〒か二スゴウイイソノ．ヨロイイゾギン+やク③
,弓イ.煮キサブ.パヵガィ．アヵェィ．エズノャ

(、）

ｌ帥

スソエピモト・年，ポラロ

スス・矛．つハセ･ ボラ．マノフフPシガー

図３′｣､櫃Ⅱ|河口地形と生物分布

3．今でも続く干潟生物の絶滅

干潟に生息する代表的な腹足類（巻き貝類）としてウミニナ類がある。東京湾で普通に見られたウミニナ

類としては、ウミニナ、ホソウミニナ、ヘナタリ、フトヘナタリ、カワアイがある。このうち現在残ってい

る干潟で普通に見られるのはホソウミニナだけで、ヘナタリの生息地はなくなり、ウミニナ、フトヘナタ

リ、カワアイは別々に－カ所の干潟で極小規模な個体群が残存するだけで、絶滅が危'具されている。これら

絶滅あるいは絶滅危倶種は、1970年代の大規模埋立により大きな打撃を受けたものの、その後も残存する

干潟では普通に見られる程度に生き残っていた。しかし、1980年代から1990年代の間に急激に減少してき

た。このような減ってしまった種はプランクトン発生を行い、孵化後海に出て分散した後、干潟に降りる幼
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生期を持っている。これに対して今でも豊富なホソウミニナは直達発生で椎貝を親のいる干潟に加入きせる

ことができる。つまり、プランクトン幼生が分散した後着底できる干潟が減ったため、幼生が干潟に到達で

きるチャンスが減ったことが稚貝の加入を困難にさせ、各地の個体群は若返りができずに消滅したあるいは

消滅しつつあると考えられる（図４）。

また、残された干潟の地理的構造も干潟生物

の消滅に影響したと考えられる。三番瀬に開口

する江戸川放水路は大正時代に人工的に造られ

たものであるが、水路の岸には泥や砂泥からな

る干潟が形成されている。ここには上記のウミ

ニナ類のほかにもオキシジミやソトオリ、ハナ

グモリなどのいまでは少なくなった干潟固有の

生物がみられる貴重な干潟となっている。しか

し、他の干潟では安定して生息しているホソウ

ミニナを含め、ウミニナ類の全種が消滅した。

ここは放水路であり、洪水時には大量の河川水

が一気に放流され、干潟底質の浸食を起こす。

放水路の開口部は全域が港湾と航路になってお

り、浸食と共に流失した干潟生物は凌喋の深み

に持ち去きれるため、生き残れる機会はほとん

どない。自然の河口では、流失した土砂が干潟

を造っているため、そこで生き残り移動または

子供の放出により洪水の後の個体群回復の力を

温存できたと考えられる。つまり、イベント的

に起こる個体群衰退に対しても、自然の干潟地

形は干潟生物の緩衝帯としての機能を備えてお

り、緩衝部の港湾化が残存する干潟での生物個

体群の維持を困難にしていると考えられる。
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図４干潟ベントスのプランクトン幼生分散を通した地

域個体群のネットワークと干潟消失による崩壊。

4．環境修復としての干潟造成

河口湿地、干潟、浅瀬の消滅は東京湾の生態学的機能を大きく低下きせ、残存する干潟生物も多くの種に

おいて個体群の維持が困難になっている。したがってその機能回復のための干潟の人工的造成は急務であ

る。しかし、その造成にあたっては多くの課題を整理しなければならない。造成は環境修復としてのメリッ

トと同時に、開発行為としてのデメリットが存在する（表ｌ）。

一口に干潟といってもその地学的、水理学的ならびに生物・生態学的構造は多様である。一般的には、河

口デルタや潟湖などの閉鎖'性の強いところでは塩分の低い汽水をもつ泥の湿地と干潟になり、開放的な前浜

では陸生植生のない高塩分の海水をもつ砂干潟となる。両者では生物相、生態機能は全く異なっており、人

との関わりも異なったものとなる。
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表1干潟造成のメリットとデメリット

メリット デメリット

生物量の増加、種多様性の増加

廃棄物利用

地域産業付加価値

人材育成、環境情報増加、地域社会活動

既存生物の減少

土砂採取場の環境変化

造成、管理、修復経費

非享受者の間接被害

生物的側面

資材的側面

経済的側面

文化的側面

人工干潟を造成する目的は、大きくみて生物生息環境あるいは生態機能の回復と、住民の海へのアクセス

とがある。この２つの目的は完全に共存できるものではなく、生物・生態的な目的では住民のアクセスは制

限を受ける。逆にアクセス重視になれば生物・生態的目的が制限を受けざるを得ない。例えば、前浜の砂干

潟はアクセス重視の潮干狩りを行うにはが適しているが、泥の湿地や干潟は潮干狩りは不可能で生物の保護

区的な価値が高い。したがって、人工干潟の造成計画の検討にあたっては、生物・生態学的視点と、人間利

用の両視点からみた目的の絞り込みが不可欠である。

表ｌの各側面のバランスシートでメリットがデメリットを上回ることで、人工干潟造成の社会的必要』性が

承認される。このなかで、生物的側面はデメリットについてはアセスメントでの調査で定量的評価が可能で

あるが、メリットについては可能性を評価できてもそれはあくまでも期待値である。また、造成された干潟

環境の質や生物回復は非予測的であり、その増加を計るには造成後の長期的修復が必要である。

経済的側面については、デメリットを減らすことが重要である。すなわち、造成後の管理経費を押さえる

必要があり、自然状態で良好な干潟環境の回復が期待できる計画が求められる。また、その後の修復は環境

学習的な意味も含め、住民などの人的関与をその原資として活用できる管理計画が合理的である。

文化的側面は、人工干潟を環境資源と考えたうえでの、干潟と人との多様でかつ効果的な関係の引き出し

に他ならない。つまり、人工干潟の賢い活用である。したがってこの部分のメリット増加は、人間側の対応

にゆだねられており、その賢苫が問われることになる。

このように考えると人工干潟造成に関わる課題は、造成の技術的問題より、その活用法に重点があると言

えよう。

５．干潟造成の技術的問題点

干潟は土砂の供給が継続され、その土砂が前地層として長期的に維持される海岸部に形成される。また、

その底質や高言、すなわち干潟の構造は立地条件により決定される。したがって、造成にあたってはその目

的に応じた適地の検討と同時に、予定地に適応した干潟構造の両側面からの検討が不可欠である。

多くの場合、海岸部は開発による地形改変が進み、自然状態で干潟が形成・維持できるような河口部ある

いは海岸部は極めて少なくなっている。したがって、干潟が成立するような立地条件そのものを人為的に造

らなければならない場合もある。この場合、水域や底質環境を変更するための防波堤や潜堤の造成が検討さ

れよう。

潜堤による干潟地形の維持はこれまでも事例がある。潜堤は、沖合い海底との移行部（干潟の場合は前置

斜面）を物理的に分断することで成立している。干潟生物の一部は、成長に伴いあるいは季節的に干潟とそ

の沖合いの潮下帯（千出しない海底）との間を移動している。潜堤は基本的は固形物であり、干潟生物の生
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息できる砂や泥などの堆積物底ではなく、彼らの生息と移動を制限する。また干潟の底質は波や接岸流によ

る沖合いからの底質粒子の供給も受けている。したがって潜堤造成を前提とした人工干潟は、自然環境機能

回復としては限界を有するとの認識が必要である。

人工干潟が成立し機能が維持される基本条件は、造成後の自然状態で前地層が維持きれることである。し

たがってまずはその条件を満たしたあるいは満たしやすい場所の選出が必要である。そのうえで、その条件

が満たきれていない場合には、堤防造成や陸部の開削などでその基盤条件整備が重要な検討課題となる。

また、干潟の海域における配置にも考慮が必要である。先に述べたように、干潟生物の多くはプランクト

ン幼生期をもつ。プランクトン幼生の着底の確率を促すには、幼生の干潟到達確率を高める必要があり、干

潟の数的多さがその確率を高めることになろう。したがって、大規模で小数の干潟造成よりも、散在的に小

規模なものを多数造成することが、干潟生物の保全策としては有効である。そしてこの視点は、造成後の管

理・補修、そして住民関与の面からも効果的な選択と言える。

６．求められる人工干潟の形状

最後に、どのような形状の干潟を造成するかについて議論したい。先に述べたように、求められる干潟の

形状は、生物・生態学的機能、住民利用、そして立地場所条件により異なる。このではそれらの条件のう

ち、他の条件にも大きな影響を与える基礎的な機能としての生物・生態学的側面を考える。

干潟生物はその環境に応じて限定きれた分布域を持っている。種多様性の維持と回復から考えて、現在絶

滅あるいは絶滅危倶の状態におかれているものの多くが河口泥湿地・干潟や潮間帯の高所に生息場を持って

いる。このような場所は干拓や小規模な埋立、河川改修等で歴史的に見ても消失が最も著しいところであ

る。またこのような場所は内湾海岸部の原風景であり、カニ類や鳥類など目視できる大型生物も多い。すな

わち、生物多様性保全、景観重視型住民利用、環境学習の場としての観点からは、その造成の価値が最も高

い形状である。このような干潟の立地条件を満たしている場所は、河川からの水と土砂の供給が続いている

河口部である。しかし、東京湾をはじめとする多くの都市内湾では、この場所は港湾として開発言れている

場合が多い。したがって、造成場所を確保するためには、湾全体の港湾機能の見直しが必要となる。

また、砂質干潟は湾に開けた前地層上に形成される。したがって前地層が残っているものの干潟部が消失

しているところでは、海岸部に砂質前浜干潟の再生の立地条件を持つところと言えよう。しかし多くの前地

層は、現在ではその全体が埋立により消失しており、基本的にその立地条件が存在していない。大規模な土

木工事による前地層の復活も理論的には不可能ではないが、資材、経済的にみて現実的とは言えない。前地

層が全て失われた海岸部は、閉鎖的な海岸では砂浜、より開けたところでは岩礁海岸の造成が現実的な環境

修復策である。

7．東京湾三番瀬の生物相と環境修復

現在、東京湾において環境修復の検討が具体的に進んでいるのが、船橋、行徳沖に広がる三番瀬である。

三番瀬の名称は本来はこの海域の最沖部の浅瀬部を指していたが、今では埋立を免れた干潟浅瀬海域全体を

指すようになってきた。

ここの海底は江戸川河口の前置層の前縁部であるが、内部ならびに周囲とも開発による改変が進み、周辺

は埋立地に囲まれ、西部、中央部、西部には航路が掘られている。またこの中央部には江戸川放水路と真間
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川、西部には海老Ⅱ|が流入し、それらの河口部はいずれも港湾となっている。また、周辺の埋立地内には水

路により江戸川放水路とつながっている人工の潟湖である新浜湖（行徳野鳥保護区）、船橋港とつながる谷

津干潟が存在する。つまり、周辺の開発と埋立はすでに進行し、放水路ならび都市河川という人工的な河口

部、水路によりつながる人工潟湖と閉鎖干潟が隔離的に存在していることが、三番瀬の現状である。

現在の三番瀬は基本的には大潮時の水深が1ｍ以浅の浅瀬であり、全体の約1/4が大潮最大干潮時に干潟と

なって現れる（図５）。しかしこの干潟面の標高は低く、露出する時間と頻度が低く水没していることが多

い。したがって、生物相から見れば二枚貝類などの水没時に活動する動物が優占している。三番瀬周辺の海

岸部は開発が進む以前はそのほぼ全体が河口湿地、泥干潟、そして前浜干潟と、東京湾と陸部との移行地帯

としての地形要素と生物多様性を備えていた。今では、江戸川放水路や新浜湖、谷津干潟に河口湿地や泥干

潟の要素を見ることができるが、前浜干潟の潮間帯上部に相当する部分は見られない。
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このように、開発により改変された三番瀬とその周辺域（江戸川放水路、新浜湖、谷津干潟）と東京湾本

来の海岸地形を残す小櫃川河口干潟の主な生物の生息状況の比較を表２に示す。アサリやバカガイ、マテガ

イなどの二枚貝類でみられるように、現在の三番瀬は小櫃川河口干潟の沖合いの生物相との類似している。

これは、三番瀬の地形が前浜干潟の低潮域から浅瀬部しか残っていないためである。

一方、小櫃川河口で生息するものの、三番瀬やその周辺では見られない種としては、フトヘナタリ、イポ

キサゴ、コメツブガイ、ムロミスナウミナナフシ、ヤマトシジミ、イソシジミ、オサガニなどがいる。また

三番瀬周辺域（江戸川放水路、新浜湖、谷津干潟）には小櫃川河口干潟の河口湿地ならびに前浜干潟の高潮

域と同様な生物の生息が今でも見られるが、最近15年ほどの間に消失したあるいは現在個体数が減少し消

失が危倶きれるものとしては先に述べたウミニナ、カワアイ、ヘナタリ、フトヘナタリ、などの腹足類があ

げられる。このうちウミニナとヘナタリはかっての小櫃川河口にも豊富に生息していたが、現在ではすでに

消失している。このように三番瀬では、その地形的多様性の低きに起因して生物多様性は低く、また三番瀬

と違った環境を持つ隣接干潟域でも生物種の消失が続いているのが現状である。

８干潟生物種の消失

三番瀬ならびにその周辺域から底生動物種の消失が今後とも続くことが懸念される。生物種の消失は三番

瀬やその周辺域独自の問題と、小櫃川河口干潟を含め東京湾全体の広域的共通の問題とがある。ウミニナ、

ホソウミニナ、ヘナタリ、フトヘナタリ、カワアイは干潟を代表する腹足類であり開発の進む前は湾奥の干
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表２小桓川河ロならびに三番瀬周辺海岸域の主要干潟底生動物

湾奥 三番瀬小担川河口

河口湿地前浜干潟浅瀬谷津干潟新浜湖江戸川放水路前浜干潟浅瀬

（甲殻類）

マメコブシガニ

アカテガニ

クロペンケイガニ

ウモレペンケイガニ

アシハラガニ

ケフサイソガニ

ハマガニ

コメツキガニ

チゴガニ

スナガニ

オサガニ

ヤマトオサガニ

ユビナガホンヤドカリ

テナガツノヤドカリ

スナモグリ

アナジャコ

ハサミシャコエピ

ムロミスナウミナナフシ

（腹足類）

キセワタガイ

カワザンショウガイ

クリイロカワザンショウガイ

○

△
○
○
△
△
△

△
△
○
△
○
△

△

△
△
△

○
○
△
○
△
△
○
○

△
○ ○
△

△
○

○
○

△
○

△
○

△
○

○
○

○
○

○
○

△
○

○○

○
○
○
△

○
○
○

○
○
○

○
△

○
△
○
○

○
△
△

○

△○○

△
○
○

△
○
○
×

○
○
×

△
△
▲
×
○

ウミニナ

イポウミニナ

ホソウミニナ

ヘナタリ

フトヘナタリ

カワアイ

ウミゴマツポ

カワグチツボ

コメツブガイ

アラムシロ

ツメタガイ

サキグロタマツメタ

イポキサゴ

（二枚貝類）

ヤマトシジミ

ソトオリガイ

ハナグモリ

ウメノハナガイモドキ

オキシジミ

アサリ

ホトトギス

バカガイ

シオフキ

マテガイ

カガミガイ

イソシジミ

サピシラトリガイ

オオノガイ

ヒメシラトリガイ

ホンピノス

（多毛類）

カワゴカイ

アシナガゴカイ

コケゴカイ

イトメ

スゴカイイソメ
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潟でも普通に見られた。三番瀬周辺では開発によりその生息場は限られたが江戸川放水路ではその全ての

種、また谷津干潟ではウミニナは残存していた。しかし谷津干潟では、1990年以降ではホソウミニナの爆

発的増加が生じている反面、ウミニナは稚貝の加入がなく絶滅寸前の状態である。また江戸川放水路ではこ

れらの全ての種が消失した。このカワアイにおいては新浜湖で数１０個体からなる新たな個体群が形成され

ることでこの地域での絶滅がかろうじて阻止きれている。このような絶滅や衰退は、地形改変が進んでいな

い小櫃川河口干潟でも見られており、ここで現在安定した生息が見られるのはホソウミニナだけで、ウミニ

ナとへナタリは消滅、フトヘナタリは消滅の危機にある。

河口湿地や干潟の土砂の供給は洪水時にイベント的にもたらされる。そのイベント時には地形は大きく変

化し、ときに生物の局地的死滅を要求する。つまり、もともと生物の一時的死滅が生じるところで個体群を

維持するには、幼生の広域分散による子孫の提供と供給のネットワークの存在が有利な戦略であると考えら

れる。このようなネットワークにより成立している個体群はメタ個体群と呼ばれ、生物種の保全には重要な

認識となっている。結論から言えば、メタ個体群として存在している干潟の生物種にとって、干潟が広域的

に多数存在することが個体群維持に最も重要な条件であったと言えよう。かつて江戸川放水路干潟に豊富に

生息していたカワアイは、現在では放水路からは消失したものの、近隣の新浜湖に新たな個体群を形成する

ことで、東京湾からの絶滅をかろうじて免れている。干潟生物は必ずしも同一箇所に個体群を継続させてい

るわけではない。

かつての日本沿岸とくに東京湾のような大型内湾や多くの入り江奥や平野の河口部には干潟が普遍的な海

岸構造であった。その干潟が急速に失われた現在、数少なくなった干潟の復元は元より、干潟の中でも干潟

多数の干潟固有種の生息環境となっている河口湿地や干潟高潮域の復元が、干潟生物多様性保全の観点から

最重要課題と言えよう。

9．三番瀬地形と生物の回復

江戸川放水路は通常は淡水の流下がほとんどなく、三番瀬に開口する入り江となっており、その河岸の干

潟にはオキシジミ、ハナグモリ、ソトオリなどの東京湾の前浜干潟ではほとんどみられない河口湿地や泥干

潟の生物の豊富な生息が見られる。しかし、ここの生物は洪水時の淡水放流にともなう底質流出が干潟生物

に大きな圧迫を与えている。

本来、東京湾の河口部は河口干潟、潟湖あるいは河口湿地内の干潟、前浜干潟が連続して形成きれてお

り、洪水時に流出した生物の一部が流出した先で生き残る可能性を備えていた。しかし現在の三番瀬は江戸

)||放水路干潟から流出した生物は、深みである市川港や航路に堆積きれ、生き残れる可能性はほとんどな

い。また港湾や港湾は、隣接する干潟生物の生息場である新浜湖や谷津干潟との関係をも分断している。そ

のうえ、航路は沖合いの無酸素水（青潮）の瀬内への導水路の役割を果たし、三番瀬生物の蕊死促進要因と

なっている。結論としては、河口部としての三番瀬に港湾や航路を造成したことが、開発後の干潟生物の生

き残りを阻害していると言えよう。

三番瀬を含む東京湾奥部の干潟生物保全の基本政策は、河口部として三番瀬の地形を自然状態に戻すこと

である。つまり、河口から前浜までの塩分濃度の干潟面の標高や底質の緩やかな変化に基づく干潟環境の多

様性回復であると同時に、土砂の流出と堆積により生じる干潟生物莞死からの逃げ場（緩衝域）の確保であ

る。現在の三番瀬において、その最適地が市川港と航路である。したがって、三番瀬を含む東京湾奥部の根
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本的環境修復にとって、湾内の港湾の再配置を含む港湾機能の見直しが求められる。

三番瀬やその周辺の干潟では、淡水放流と土砂の流入、青潮の侵入などにより今でも生物は大きな圧迫を

受けており、危機的な状況にあり、保全策は緊急を要する。根本的な修復は港湾機能の見直しを求めるもの

の、重要ことはこのような三番瀬やその周辺域の最終的な環境修復策の目標設定とともに、そこに至るまで

の延命的な対策とその実行にあることも忘れてはならない。
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沖縄・亜熱帯海域におけるサンゴ礁生態環境の現状と保全戦略

灘岡和夫

東京工業大学大学院情報理工学研究科情報環境学専攻

１．はじめに

サンゴ礁生態系は，熱帯･亜熱帯の比較的低栄養塩レベルの海域にきわめて巧妙なバランス構造

に基づいて豊かな生物相を形成しているユニークな生態系であり，サンゴはその基盤的な役割を

担っている．しかし，近年，サンゴ礁生態系は，隣接する陸域での森林伐採などによる表層土壌流

出や農地等からの栄養塩の過剰流入，流入土壌粒子のトラップ機能を持つと考えられている周辺マ

ングローブ林の伐採，ダイナマイト漁等の違法漁業，さらには１９９７．９８年に世界規模で発生したサ

ンゴ白化現象（環境ストレスによってサンゴの共生藻である褐虫藻が抜け出しサンゴが白くなる現

象）の主因とされる広域的海水温上昇，等々の様々な環境負荷にさらされている．これらは総じて，

何らかの直接的･間接的な人為起源の環境影響として捉えることができるが，それらは近年深刻化し

つつあり，現在では，世界の約６割のサンゴ礁が危機的状況にあるとされている．そのため早急に

適切なサンゴ礁保全戦略を確立していく必要がある．

本稿では，沖縄・琉球列島におけるサンゴ礁生態環境の現状を概観し，当研究室で行ってきてい

る研究内容を中心に，サンゴ礁生態環境システムの現状把握に関わるモニタリングに関する話題や，

深刻なダメージを受けたサンゴ礁生態系の回復において重要となるサンゴ幼生供給源海域の同定，

といった話題について紹介する．そして，今後のサンゴ礁生態環境保全に向けてのいくつかの重要

な論点について述べる．

2．沖縄におけるサンゴ礁生態環境の現状

２．１赤土汚染

赤茶けた色合いの国頭（＜にがみ）マージに代表されるように亜熱帯に位置する沖縄の土壌は，

有機質に富む本土の表層土壌に比べて雨水に対して流出しやすい'性質がある．自然外力条件として

の降雨も，沖縄では短時間に集中的に降り注ぐスコール的な降雨が多い．沖縄の場合河川が短いた

め，そのような降雨があると，ひとたび浸食された表層土壌（「赤土」）は一気に周辺のサンゴ礁

海域に流れ込み，海を赤く染めてしまうことになる．

沖縄・琉球列島に見られるサンゴ礁の多くは，いわゆる裾礁(fringingreef)と呼ばれるタイプのも
ので，１，２ｍ程度のごく浅い水深の平坦なリーフ地形が，数百から１ｋｍ程度の幅で，陸を縁取る

ように存在する．そのような浅い海域に赤土が多量に流入すると，海水を濁らせ，多くが沈殿・堆

積してしまう．そうすると，サンゴに共生している褐虫藻の光合成が妨げられることになる．サン

ゴは，そのエネルギー源の大半をこの褐虫藻に依存しているから（例えば，本川，1985），褐虫藻

の光合成阻害は死活的な問題となる．また，サンゴの体の表面に赤土が堆積するとサンゴは粘液を

出して赤土を絡め落とそうとするが，つぎからつぎに降り注ぐ赤土に対してついには自らの粘液で
窒息してしまう．このように，赤土がサンゴ礁海域に流入・堆積してしまうことによってサンゴは

大きなダメージを受け，ついにはその多くが死滅してしまうことになる．サンゴ礁でのサンゴ自体

の死滅は，サンゴ礁生態系の基盤が損なわれることを意味し，その結果サンゴ以外の様々な生物も
消え去ってしまう．

赤土のダメージはこのような生態系へのダメージだけに限らない．観光立県としての沖縄でのサ

ンゴ礁の価値がどれほどのものかは説明の必要はないだろう．サンゴ礁のトロピカルイメージは，
赤土の流入によって台無しになる．

このような，赤土流入・堆積による沿岸域のサンゴ礁生態系や景観等へのダメージを「赤土汚

染」と呼んでいるが，それが目立ってきたのは1972年の本土復帰以降のことである．というのも，
本土復帰以来，沖縄では様々な公共工事や農地開発などが数多く行われるようになったが，これら

は，少なくともある一定期間，地表面の植生を剥ぎ取り裸地状態にしてしまうからである．地表面
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の植物の有無は，表層土壌浸食（赤土流出）に対してもっとも大きな影響を及ぼす．

沖縄県は，1995年に赤土等流出防止条例を施行した．これによって，大規模開発による赤土流出

にはある程度歯止めがかかったが，例えば農地からの流出についてはまだこれからの課題になって

いる．つまり，赤土汚染はまだ止まっていないのである．さらに，最近では，赤土とともにサンゴ

礁海域に流入する栄養塩についても問題視されるようになっている．もともと貧栄養の海域に成立

しているサンゴ礁生態系に過剰な栄養塩が流入すると，サンゴと競合する海草などが増え，生態系

の攪乱要因になってしまうのである．

２．２サンゴ白化

サンゴの白化とは，サンゴに様々なストレスがかかることにより，サンゴの体内に共生している

褐虫藻が抜け出してしまう現象をいう．白化した状態は即サンゴの死を意味しないが，先にも述べ

たようにサンゴは，もともと褐虫藻の光合成活動によって得られるエネルギーの大半をもらい受け

ることによって，必要とするエネルギーのかなりの部分をまかなっている動物であることから，白

化状態がある程度続いてしまうとサンゴは死んでしまう．

局地的な小規模なサンゴ白化の発生は特に珍しいものではないが，1998年の夏期に琉球列島で発

生した白化はきわめて異常なものであった．というのも，そのときのサンゴ白化は，沖縄・琉球列

島地域に限らず世界各地で発生したきわめて大規模なものであったからである（例えば，茅根・宮

城，2001）．このときのサンゴ白化の主因は海水温の上昇にあるといわれているが，今後，地球温

暖化によって平均的な海水温が上昇傾向を続けていき，さらに，その周りの海水温変動の変動振幅

が変動発生頻度とともに増加していくことになれば，白化によってダメージを受けたサンゴが十分

回復する間もなく，つぎの大規模白化ストレスに晒されることになる．また，小規模の局地的なサ

ンゴ白化であれば，ダメージを受けたサンゴの回復は，周辺の健全なサンゴからの幼生供給が期待

できることから，比較的早く行われるものと期待できるが，大規模な白化の場合には，そのような

幼生供給の可能性が低くなることから，回復のスピードも遅くなるものと考えられる．

さらにサンゴ白化の要因は海水温の高温化に限らない．上記の沖縄の赤土汚染のような陸域か

らの環境負荷もサンゴへの大きなストレスとなる．実際，赤土汚染によってもともとサンゴの健全

度が低下しているサンゴ礁海域では，1998年のサンゴ白化の際に白化ダメージが強く現れている．

２．３オニヒトデによる食害

オニヒトデは典型的なサンゴ食害生物で，沖縄・琉球列島地域においても，これまで何度かオニ

ヒトデの大発生によって壊滅的な被害を受けている．

オニヒトデの大量発生の原因についてこれまでいくつかの仮説が提案されている（Birkelandand

Lucas，1990）．一つには，オニヒトデが実際に大量に増殖しているわけではなく，台風などによっ
てサンゴがある程度死滅したような場合，オニヒトデが餌を求めて特定のサンゴ群集に集まること

によって目につきやすくなっただけという説（「集合説」）がある．しかしこの説では過去に報告

されている平常時でのオニヒトデの異常発生を説明するには無理がある．より有力な説としては

「幼生加入説」と呼ばれるものがある．多卵型のオニヒトデではわずかな生存率の違いが加入数の

大きな変化をもたらすことから，低塩分や高水温，富栄養といった環境要因がオニヒトデの幼生加

入過程に複合的に作用した場合，オニヒトデの大量発生に結びつく可能性が出てくる．そのような

複合要因が重なる確率はそれほど高くないことから，この幼生加入説はオニヒトデの大量発生がま

れにしか起こらないという事実をうまく説明し得る．また，サンゴにとってオニヒトデの成体は捕

食者であるが，逆に，幼生段階のオニヒトデにとってはサンゴが捕食者となる．したがって，上記

の赤土汚染やサンゴ白化などによってサンゴが減少すると，幼生段階のオニヒトデを増加させる可

能性があるわけで，そのことがオニヒトデの大量増殖の要因になっているという説もある．

しかし，これらはいずれも直接的な観測データによって十分検証されているわけではない．そも

そも，オニヒトデは，サンゴ礁生物の中では最も良く研究されてきている動物の一つだが，野外で

の生態については不明な点が多い．特に浮遊幼生期については，現地での幼生判別法が確立されて

いないことから，現地調査に基づく実態解明がほとんど進んでいない．したがって，上記のオニヒ

トデ幼生に着目した議論は，多分に推測の域を出ないのである．

このように生態に不明な点が多いオニヒトデについては，その大発生に対して適切に対処すると

いうことにおいて，かなりの困難がつきまとう．実際，我が国では1960年代以降，オニヒトデの大

発生が起こるたびに多額の経費と人手が投入され駆除が行われてきたが，結果的には，サンゴ群集
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を守るという本来の目的は達成されず，琉球列島の多くのサンゴが食害を受けて荒廃することと

なった．そのような状況をもたらしているこれまでのオニヒトデ対策の問題点として，山里・横地

（2002）は，オニヒトデの大発生が顕著になってから予算を計上し後追い的に駆除を開始するとい

う，たびたび繰り返されている「対応の遅れ」を第一にあげている．また，第二に駆除事業の多く

が漁業者への委託による買い上げ方式をとったために駆除努力が分散し徹底した駆除が行われな

かったこと，そして，第三に駆除の対象海域が広すぎたことをあげている．

このようなことから，今後のオニヒトデ対策のあるべき方向として，サンゴの駆除対象海域とし

て特に重要な価値のあるサンゴ礁を選定することにより，それを重点的に保護する，というフレー

ムが提案されている．それと同時に，オニヒトデの大発生を事前に予測するためのモニタリング体

制を確立することが重要となるが，それには，上記のオニヒトデの浮遊幼生期を含めた全生活史の

実態解明が必要となる．その知見が不十分な現状での当面の対応策としては，サンゴモ食期稚ヒト

デをモニタリングすることによって大発生を予測する手法（横地，1998）が提案されている．

3．陸域からの環境負荷としての赤土流入のモニタリングとモデル化

３．１赤土流入のモニタリング

上記のように，沖縄．琉球列島における赤土問題は，サンゴ礁生態環境に対する陸域からの環境

負荷としてもっとも代表的なものである．当研究室では，石垣島南東岸に位置する白保海域におい

て，サンゴ礁の物理生態環境に関する調査を1998年より行ってきている．2000年６月からは，さらに

白保海域に面する轟川流域を対象とした赤土流出長期連続モニタリングを行っている．これは，サ

ンゴ礁生態系への環境負荷の実態を明らかにするには，隣接する陸域からの環境負荷を明らかにす

ることが不可欠であり，中でも，陸域からの環境負荷の主役をなす赤土流出の実態解明が最も重要

な課題の一つであることによる．

具体的な観測方法としては，採水による調査という方法はとらず現地連続計測が可能なメモリー

タイプのセンサーによる調査を基本としている.これは，赤土流出現象がわずか数時間程度の継続

時間の強雨による，きわめて非定常性が強い現象であることから，１つの出水期間中にせいぜい１，

２回の採水による調査では実態を把握することが困難であることによる．ここでは，このような意

図に基づいて行ってきている長期連続観測のデータを用いて，2001年６月に現地で報告があった轟川

河口南側サンゴ礁海域におけるハマサンゴの大量整死現象の原因を，直前の５月31日から６月１日にか

けての異常出水時の轟川流域からの赤土流出の観点から探ることを目的に検討を行った結果を示す．

図－１に，石垣島における轟川流域の位置や流域内の河道位置とともに，流域内の４地点（図中

△印で示したRG1￣RG4地点）に設置した雨量計と河川沿いの３カ所（図中○印で示したＲ１－Ｒ３

地点）に設置した濁度計（＋水位計）の位置を示す．轟川流域はわずか11.54km2の小さな流域であ

るが，上記のように雨量計を流域内に４地点も配置したのは，亜熱帯島襖域でよく見られる雨域の

局在現象（「カタ降り」）が，この流域においても顕著に現れることが知られているためである．

図－２は，観測期間中の各降雨イベントでの全降雨量と全赤土流出量を時系列的に示したもので

ある．ここで「赤土流出量」とは，Ｒ3地点の河川断面を通過する単位時間当たり赤土輸送量（つま

り赤土フラックス）を意味し河川流量×赤土燭度として求まる量であり，「全赤土流出量」は，こ

の赤土フラックスの対象イベントでの時間積分値を表している．この図から，ここで着目している５

月３１日から６月１日にかけての降雨及び赤土流出が，イベントでの総量としては際だって大きかった

ことがわかる.また，このイベントの前後（特にイベント後の６月）の期間はそれほど目立った降雨

及び赤土流出イベントがなかったこともわかる．

このようなモニタリングデータ解析結果から，2001年６月に現地から報告があった轟川河口南側サ

ンゴ礁海域におけるハマサンゴ大量整死現象は，直前の５月31日から６月１日にかけての出水に伴って，
極端に多量の赤土が当該海域に流入したことが直接の原因であることが判明した．

３．２赤土流出の数値シミュレーション

上記の解析結果は全て現地データに基づく議論であるが，現地データのみに依存した議論では現

地データのない流域の議論は出来ないし，轟川流域に議論を限ったとしても，土地利用状態の異な
る過去の状態にまで遡った議論や，将来のより望ましい土地利用のあり方を探る上で，土地利用や

それに伴う土地被覆条件の異なる状況での赤士流出量を定量的に評価するということも出来ない．

したがって，流域からの赤土流出量を，土地利用や土壌条件，地理条件などから合理的に評価する
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ための数値シミュレーションモデルが不可欠になる．

流域からの赤土流出現象についての既存の定量的評価法は，これまでのところ，USLE式に代表さ

れるような，経験的な評価式によるものがほとんどである．しかしそのような方法では，対象流域

ごと・時期ごとにパラメータ・チューニングの必要があるうえ，将来の土地利用変化等に対応した

表層土壌流出量の予測を合理的に行うことが難しい，という難点がある．さらに洪水中の赤土流

出量の時間的な変化を表現するということも原理的にできない．そこで当研究室では，雨水の土壌

浸透・表面流出過程やそれに基づく土壌侵食・輸送過程に関する分布型物理モデルと，地表面過程

評価で重要となる植被状態を示すいくつかの植生指標を衛星データから適切に評価する手法を組み

合わせた方法を開発してきており，ここで示す轟川流域のデータを対象としてその妥当性を検証し

ている（Paringit・灘岡，２００１；ParingitandNadaoka,2003）．
表－１に，2001年５月31日から６月１日にかけての出水イベントに関するシミュレーション結果を観

測地と比較する形でまとめて示す．これからわかるように，総赤土流出量を観測データ自体の信頼

性があるＲ３地点に関して比較すると，観測値が159.6トンであるのに対し，計算値が151.4トンと

なっており，ほぼ妥当な値が得られている．

4．沖縄広域沿岸水温モニタリング

筆者らは，大規模サンゴ礁白化が発生した翌年の1999年に沖縄のサンゴ礁環境を多面的・総合

的観点から調査・研究していくため，東京工業大学，亜熱帯総合研究所，通総研・沖縄亜熱帯計測

技術センター，阿嘉島臨海研究所，沖縄県衛生環境研究所，沖縄県水産試験場，琉球大学，東京理

科大学，第十_管区海上保安本部，等々に所属する，沿岸環境学，海岸工学，水産学，サンゴ生態

学，沿岸海洋学，リモートセンシング，海洋モニタリングなどの様々な分野の研究者が加わった共

同研究プロジェクトＣＲＥＯ（CoralReefEnvironmentsinOkinawa；http://WWW,wvmei､titechac・jp/creo/）
を発足させた．

このＣＲＥＯでの最初の共同研究テーマの一つとして，サンゴの物理環境として基本的なファク

ターである沿岸水温の長期連続モニタリングを行っている．具体的には，琉球列島ほぼ全域をカ

バーする100点以上の沿岸観測点に，直径３ｃｍの円盤型小型メモリ式水温計（米OpticComputer社）
を設置した広域沿岸水温モニタリングネットワークＯＲＴＭＮ（OkinawaRegionalTemperature
MonitoringNetwork)を構築し，1999年６月から記録を開始している．水温計の設置，維持管理，デー
タ回収に当たっては，地元の漁業者やダイバーショップの方々の協力を得た．

この広域沿岸水温モニタリングの成果の一つとして，沖縄列島全体で見ると沿岸水温には有意な

地域性が存在すること，そしてそのことが白化ダメージの地域性と関連があること，が明らかに

なった．特に慶良問列島では沖縄本島沿岸域と比べると夏場の水温が低めに推移することが多く，

そのことが，慶良間列島が本島沿岸に比べて白化ダメージが相対的に低かったことに結びついてい

ることが示された．慶良間列島での水温が低めになりやすい理由としては，慶良間列島が陸棚の中

に位置することから（図－３），黒潮系暖水塊の波及が陸棚端部でブロックされる効果が考えられ

ている（NadaokaetaL,2001）．

５．慶良間列島はサンゴ幼生供給源となっているか？

先述のように，1998年に世界規模で生じたサンゴ白化・死滅現象は，沖縄でも大規模に発生した

が，沖縄本島西岸域のように広範かつ顕著なダメージを受けたリーフに関しては，今後のサンゴの

回復過程において，当該海域から遠く離れた比較的ダメージの低いサンゴ礁海域からのサンゴ幼生

供給が重要になってくる．そこで筆者らは，上記の共同研究プロジェクトＣＲＥＯのテーマの一つと

して，サンゴ幼生供給源としての可能性が以前から指摘されている慶良間列島を含む沖縄本島南西

海域を対象に，後述のような現地観測および室内実験を行うことにより，サンゴ幼生輸送を支配す

る広域的な海水流動構造の実態を解明するとともに，その中でのサンゴ幼生の生物挙動を明らかに

することを試みた．

上記のように琉球列島では，白化ダメージが顕著であった沖縄本･島西岸海域への幼生の供給源

として，その約40kｍ西側に位置する慶良間列島が考えられてきた＿木村ら(1992)は，漂流はがきを
用いて慶良間列島内からの表層浮遊粒子の行き先を調べ，放流したはがきの一部が沖縄本島西岸へ

到達していることから，慶良間列島が沖縄本島への幼生供給源となっている可能性を指摘している．
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この漂流はがきによる調査は，サンゴ幼生のゾースエリアとしての慶良間列島の重要,性を示唆する

調査結果を示した最初の試みとして高く評価されるものである．

しかし，慶良問列島をサンゴ幼生供給源として同定するためには，表層浮遊粒子の到達可能`性を

示すだけでは不十分で，さらに慶良間列島から沖縄本島への具体的な供給経路も明らかにする必

要がある．というのも，なぜ慶良間列島から本島に向けての輸送が期待できるのかということを解

き明かす上で，両者をつなぐ海域でのサンゴ幼生広域供給過程を支配する海水流動場の実態を明ら

かにする必要があり，そのためには，輸送経路の具体的な内容を知らなくてはならないからである．

また，物理的な輸送経路が明らかにされたとしても，その過程でのサンゴ幼生の生物的な挙動が不

明のままでは，生物的な意味でのreefconnectionが成立していることの証明にはならない．例えば，

沖縄本島に辿り着くまでに大半のサンゴ幼生が定着のための探索行動を起こしてしまえば，本島側

での加入には結びつかないことになる．つまり，サンゴ幼生の生物的なプロセスと物質輸送の物理

的なプロセスは，時間的にうまく整合していなければならない．このことを具体的に検討するには，

さらに，サンゴ幼生の探索・定着行動を明らかにするとともに，海域の物理情報として慶良間列島

での産卵・受精時から本島沿岸に辿り着くまでの経過日数を解明することが必要になる．

このような輸送経路や輸送にかかる日数といった情報は，いうまでもなく漂流はがきによる調査

では知ることは出来ない．そこでわれわれは，2001年６月上旬の調査（灘岡ら，2002a,b）で，新た
に開発した小型のGPS搭載漂流ブイを用いることによって，幼生の供給源から供給先までの経路と

日数をより具体的に明らかにすることを試みた．また，海洋短波レーダ（HFレーダ）によって広域

表層海水流動分布を計測した．また，漂流ブイ周辺でのサンゴ幼生密度の観測を行うとともに，サ

ンゴ幼生の行動・定着に関する室内実験を阿嘉島臨海研究所で行うことによって，幼生の生物的な

挙動を明らかにすることを試みた．さらに，慶良間列島海域での航空機撮影によるスリック（サン

ゴ卵・幼生の帯状集合体）の動態観測などを行った．

今回新たに開発した漂流ブイ（図－４）は，GPS位置情報をメモリ記録するとともに，ブイに搭

載した携帯電話と通信することによって現在位置を検出することが可能な仕組みになっている．ア

ルゴスブイのような市販の漂流ブイの場合，衛星経由であることから高価である上ブイのサイズも

大きい．これに対して今回開発したものは，GPSと電池ユニット携帯電話からなるコンパクトな

もので，それによってブイ全体が小型化できてサンゴ幼生輸送への追随性が向上するとともに，か

なり安価にシステムを構成することが可能になっている．

この小型漂流ブイによる幼生追跡調査は，慶良間列島でのサンゴの本格的一斉産卵あった翌日に

スリックを航空機から探し，船上でその連絡を受けて，多くの場合スリック内に漂流ブイを投入す

る形で行った．投入したブイの個数は全部で10個である（うち2個ロスト）．

図－５は，漂流ブイのGPS記録から得られたブイの軌跡をまとめて示したものである．これから，

投入した８個のブイのうち５個が，沖縄本島西岸の広い範囲に4,5日程度で到達したことがわかる．
図－６は，ＨＦレーダによる広域表層海水流動分布の計測例として，６月９日の満潮時と干潮時の

流速分布を示したものである．満潮時と干潮時で大きく分布パターンが異なり，しかも空間的にも

複雑な分布を示しているが，漂流ブイの輸送パターンに対応して，慶良間列島から沖縄本島方向へ

向かう流速成分が現れていることがわかる．

図－７は，慶良間列島阿嘉島で優占するミドリイシ科ウスエダミドリイシ(,4crQPorare川s)とハナ
ガサミドリイシ似.〃α川α)の2種サンゴ幼生の探索行動と定着率に関する室内実験結果を示したもの
で，両種とも受精後約４日前後で探索行動率が最大となり，定着率は10～14日前後で高くなってい

ることがわかる．従来，サンゴ幼生は４日～７日程度で定着能力を持つことが報告されていたが

(BabcockandHeyward,1986)，この室内実験によって，探索．定着率の時系列的な変化が明らかにな
り，幼生の定着に適する期間を示すことができた．

図－８は，上記の漂流ブイ観測によって把握された表層浮遊粒子輸送過程と室内実験で明らかに

されたサンゴ幼生の行動変化についての時系列上の対応関係をまとめて示したものである．漂流ブ

イ観測では，慶良間列島内のスリックに放流された8個のブイの内，５個が沖縄本島西岸へ輸送され，
輸送にかかる期間は産卵後4,5日（あるいはそれ以上）であった．一方，室内実験からは，幼生は受

精後約2日から遊泳能力を持ち始め，探索行動は受精後約4日で最大となり，定着能力は受精後約１０

日前後で最大となった．これらのことは，サンゴ幼生が慶良間列島から沖縄本島西岸域に到達した

後，探索行動，定着の段階に移るというプロセスが十分可能であることを示すものである．

以上より，慶良問列島が沖縄本島西岸へのサンゴ幼生の重要な供給源の1つとなり，サンゴ礁回復
に寄与し得ることが明らかにされた．
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6．再びオニヒトデ大発生の気配

2002年の１月下旬，沖縄の地元から大変気になる報道が飛び込んできた．肝心の慶良間列島でオニ

ヒトデの大発生の兆候があるというのである（琉球新報，2002.1.22）．その後，慶良間列島に限ら

ず奄美大島など他の地域でもオニヒトデの大量発生の報告が相次いだ．琉球列島の広い範囲でのオ

ニヒトデの大発生に発展しそうな勢いである．特に，サンゴ幼生供給源としての役割がもはや疑い

のない事実となった慶良間列島でサンゴによる食害が顕著になっているということは，大変憂慮す

べき事態であるといわねばならない．先述のようなオニヒトデの重点的モニタリング体制と効果的

駆除策の確立を急ぐ必要がある．

７．サンゴ礁保全戦略に向けて

いままでに述べたことからも明らかなように，サンゴ礁保全にむけて合理的なアクションを起こ

すには，まず第一に過去からの変遷も含めてサンゴ礁生態環境の現状を的確に把握するためのモ

ニタリング体制を確立していくことが不可欠になる．しかも，サンゴ礁生態系の現状を知るには，

サンゴ礁だけをモーターするだけでは不十分で，流域からの赤土等の環境負荷や外洋域からの高温

海水海の流入など，隣接する系からの環境負荷についても把握する必要がある．ただし，これは単

独のグループや機関で対処できる課題ではない．研究者，行政,NPO/NGO，漁業者，ダイバーショッ

プなどとの広範な連携体制の上で可能になることである．

サンゴ礁保全自体のアクションとしては，大きく分けて，ダメージを受けて劣化してしまったサ

ンゴ礁生態系を修復していくための技術体系の確立という方向性と，サンゴ礁生態系への環境負荷

要因を出来るだけ軽減ないしは除去していくという方向性がある．前者については，例えば，サン

ゴの移植や種苗生産技術の開発ということが考えられているが，まだ本格的かつ大規模に実施でき

る段階には至っていない．後者のサンゴ礁生態系への環境負荷要因の軽減策としては，基本的には，

環境負荷要因として何らかの形で直接的・間接的に「人間」が関与していることから，その軽減に

向けてのアクションとしては，如何にして人間活動のあり方・関わり方を考えていくか，というこ

とに帰着する．それによって「サンゴ礁生態環境系」と「人間系」と統合系の全体フレームのあり

方を，例えば統合的沿岸資源管理といったような枠組みで追求していくことになる．いずれにして

も，「環境」の現状を十分に把握し，それに対する「保全」や「修復」というアクションを具体化

するには，個別の専門分野の研究者や機関だけで対処することは原理的に無理がある．というのも，

サンゴ礁に限らず，あらゆる環境問題は，その現状把握にしる保全対策にしろ，多角的かつ総合的

な取り組みを必要とするからである．そのような背景から，日本サンゴ礁学会

（http://Wwwsoc・nii､acjp/jcrs/）では，最近新たに「サンゴ礁保全委員会」を発足させた．日本サンゴ
礁学会は，既存の巨大学会の多くが何らかのdisciplineのもとに成立しているのに対し，サンゴ礁と
いう対象に対して設立された学会であって，その意味でいろんな分野を横断的に含む組織である．

上記の「サンゴ礁保全委員会」は，この本来の総合性をより前面に打ち出し，さらに行政やNPO/NGO

等との連携を積極的に図っていくことを目指している．筆者もその中のメンバーの一人であるが，

このような活動が，今後の学会のあり方の一つのモデルケースにも成り得るのではないかと期待し

ているところである．
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表－１観測値と計算値の比較

2001年５月３１日出水に関する比較

全降雨量 ｊ■Ⅳ

対象地点
ⅡⅡ■■

小流域ユ下流端(Ｒ－ユ）

小流域ＺＥ流端｣(皿Ｌ

ＺＬＯ４４０．９３

１９フ

R3地点での観測値と計算値の比較

項目 観測値 計算値

大滴旨（ｍｖｓ ユ０ユフ６ユユ４．８３

３.ユＺ ３.Ｚフ

輸送（ｋg/ｓ 1.ユ 1.９
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図－１轟川流域および測定器配置
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自然再生に対する行政の取り組み

岩瀧清治

国士交通省港湾局環境整備計画室長

はじめに

四面を海に囲まれた国土を持つ我が国は､物流、産業､生活、文化等の様々な分野にわたっ

て従来から深く海と関わってきており、国土交通省港湾局は、そのような海との関わりの拠点で

ある港湾に関する総合行政を展開している。

２１世紀を迎え､社会は、人、もの、情報の交流が国、地域、個人の問で重層的に行われる大

交流時代が至||来しており、様々な意味で海洋沿岸域の利用要請は多様化していくこととな

る。すなわち、国際物流の拠点として、地域活性化のフロンティアとして、あるいは大規模地震等

の災害時の防災拠点として、港湾は今後も重要度を増していくものと考えられる。

これらに加え、港湾は住活空間｣としても重要な役割を担っている。港湾は、元来海洋民族で

ある我が国国民の､海の自然や船の文化に触れたい､潮風にあたって非日常的なゆったりとし

た気分に浸りたい、マリンスポーツや魚釣りを楽しみたいといったニーズに的確に応える必要が

ある。このため、利用しやすく美しい港湾づくり､~生物生態系など自然環境と共生した港湾づくり

を進めていくことを政策目標の－つに掲げ、このような港湾を丘コポート」姥付け、各種施策

の展開を図ることによってエコポートの形成を推進してきたところである。

さらに近年、地球規模での良好な環境の保全や持続可能な発展が叫ばれ、また、便利で豊か

な生活が実現した一方で､多様な生物が生息できる良好な自然環境が失なわれたことについて

認識が高まり、自然と共生する社会の構築に対する要請が強くなっていることから、環境と共生

する港湾こコポート)を目指し、豊かな生態系を育む自然再生型事業を総合的に展開していく

必要がある。

本稿では、我が国の港湾における環境政策の変遷と現在のエコポートの形成に向けた取り組

み、これを受けた港湾法及び基本方針の改正、さらには、港湾における自然再生型事業への新

たな取り組み等についてのその概要を紹介することとする。

2.港湾行政における環境への取り組み
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戦後､環境問題がまず注目され始めたのは、高度経済成長期の昭和４０年頃である。産業、

経済のめざましい発展とともに国民生活の水準は向上してきたが、その一方で､大気汚染、水

質汚濁等の公害問題が顕在化し､社会問題となっていったという経緯がある。

特に臨海部では、埋立などによる工業基地化と、背後都市における人ロ集中が急速に進んだ

こともあって、こうした問題力纈著となり、これに文拠するため、昭和４０年代から有害なヘドロの

淺漠､埋立処分等が実施されるようになった。

また、昭和４５年のいわゆる医害国会｣を経て､昭和４８年に港湾法が改正され、これによっ

て新たに創設された港湾の緑地整備や海洋環境の保全の制度に基づき、積極的な港湾環境整

備への取り組みが行われるようになる。

その後、オイルショックを経て安定成長期に入ると、人々の豊かさやゆとりある生活への要求

が高まり、港湾の役割も物流生産拠点としてだけでなく､生活空間としての見直しが求められ、

物流、産業、生活に係る諸機能が高度に複合する総合的な空間として整備が進められるように

なった。昨今では、港湾におけるアメニティの向上を豊かなウォーターフロントづくりの大きな柱と

して位置づけ、親水性の高い緑地整備や良好な景観の形成､海洋性レクリエーションのための

空間創出や､海域浄化対策として有害汚泥の淺漠や覆砂によりこれを封じ込めるし－ブルー

事業」図－１)に取り組むなど、市民生活の場を含めた港づくﾚﾉが推進されてきている。これらの

取り組みの経緯を概略まとめたものが■ト１】である。

表－１港湾における環境への取り組みの経緯

鞭
鞭
鞭

２
７
８

４
４
４

禾
禾
禾

カ
ロ
カ
ロ
カ
ロ

船舶廃油処理施設整備事業

港湾公害防止対策事業開始

港湾法改正→港湾環境整備事業制度の創設

緑地等施設の整備を補助事業として実施

3大湾で直轄事業として、浮遊ゴミ油の回収開始写真－１）

水質の改善を図るための海域環境創造事業し－ブルー事業)を直轄、

補助事業として開始

港湾環境政策丘コポート｣を創設

港湾に関する環境施策の充実を大きな柱として、港湾法を改正

港湾の開発、利用及び開発保全航路の開発に関する基本方針を変更

昭和４９年度

昭和６３年度

平成６年度

平成１１年度

平成１２コ寝

－２８－



１
１

Ｆ

●勢児士i蝿活用Lに)狂雄IHt貫蔵虚事妻江〕|列

E亟國

おける直轄によるゴミ

事業）

写真－１東京湾に

回収海洋環境整備

つllliiil1i1hliLjl
羽hHjr

？“
h1P-いPpP

燭
j-P

Y

ij;Jｊ

図－１シーブルー事業海域環境創造事業)の概念

3.港湾環境政策

港湾においては、上記のとおり緑地、海浜などの環境施設の整備や海面清掃あるいは水質・

底質の浄化などを着実に実施し、さらに、従来より、港湾計画の策定にあたっての環境アセスメ

ントを実施してきたところであるが、地球規模での良好な環境の保全や持続可能な発展､恵み

豊かな環境の次世代への継承が求められている中、従来の施策に加えて、より幅の広い施策

の積極的な導入を図るとともに、長期的な視点に立った総合的､計画的な取り組みが不可欠で
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あり、その基本となる新たな環境政策策定の必要が高まってきた。

このため、運輸省では平成6年３月断たな港湾環境政策一環境と共生する港湾とコポート〉

をめざして－」ど題する新政策を策定し、今後の港湾環境整備の目標を、環境と共生する港湾

くエコポート>の形成におくこと、これを実現するための基本施策として、港湾環境計画の策定、

環境アセスメントの充実、港湾環境インフラの総合的な整備､環境管理の充実を図ることを宣言

した。図－２】

図－２エコポートのイメージ

①自然にとけ込み､生物にやさしい港
良好な自然環境を保全するとともに、港湾開発による潮流や水質への影響､浅場や藻場、

生物生態系への影響を出来る限り軽減する。

②租極的に良好な自然環iJuを創造する港
水質・底質の浄化など港湾環境の改善を図るとともに、緑地整備や海浜、干潟、浅場、磯

場、藻場などの造成により生物の生息にも適した自然環境を積極的に創造する。

③アメニティが高く､人々に潤いと安らぎを与える港
良好な港湾景観の形成や歴史的港湾施設の保全と利用、バリアフリーにも配慮した親水性

の高い港湾緑地の整備などにより、人々が親しみやすしい快適な水辺の整備を図る゜

④環境に与える負荷が少なく､環境管理のゆきとどいた港
省エネルギー、省資源、リサイクルの推進などを図り、環境の状況を的確に把握し適切に管

理を図る゜

エコポートの形成に向けた主要施策４．

(1)市民に開かれた港づくり

経済成長時代を経て､元来、人々の触れ合いの舞台であった岳なとまち」と海辺は地域の人

々と心理的にも物理的にも遠い存在となってしまったため､豊かさを希求する時代の至lI来ととも
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に、みなとまちの賑わいと人々の交流を港湾に取戻すため、市民に開かれた港湾づくりを進め

ていく。

1篝liliiliiiii111霊
写真－２良好な景観形成を図った伏木富山港写真－３三河湾竹島

②海域環境の改善･再生

海域への負荷を軽減するもの、生態系の能力などを活用した海域の自浄能力の向上を図る

もの､物理的に海水交換の促進を図るものなど各種施設の複合的導入より海域の清浄化を図

っている。このため、汚泥の淺漠や汚泥への覆砂､人工海浜、人工干潟、浅場、藻場の造成な

どの事業を実施している。図－３、写真－３】

港湾における主要な干渇･蓬泪等の保全-再生事業

■■
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図－３港湾における主要な干潟藻場等の保全再生事業
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これらの実施にあたっては、国土技術政策総合研究所及び独立研究法人港湾空港技術研究

所等旧運輸省港湾技術研究所)による、実際の干潟の現地観測や世界最大規模の干潟実験

施設の観測等により得られた干潟等に関する研究の知見を＋分に活用している。図－４､写真

－４】

干潟実験施設内の生態系図－４】

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

無生物状態にした盤洲干潟と久里浜

湾の海水潮汐)を使って実験。１年間で

干潟実験施設内に生物や藻類が発生

し、盤洲干潟とほぼ同じ生態系を再現。

７年間たった今も生息生物種類数が

（
Ｎ
０
Ｅ
Ｕ
ｓ
Ｅ
）
①
ｕ
Ｅ
ｍ
已
巨
ゴ
ロ
く

増えている。

1０．４ 1０－３ １００１ｏ~２１０１１０１１０２

Ｓｉｚｅ(ｍ、）

;jIiiiiiiiiii

写真－４世界最大規模の干潟実験施設
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5.今後の環境施策の方向性

(1)港湾法の改正及び基本方針の変更

①港湾法の改正

港湾審議会答申を踏まえ、平成１２年３月に港湾法の法目的に港湾の整備等にあたﾄﾉ環境の

保全に配慮することを明記するとともに、港湾管理者が港湾計画を策定する際の指針ともなる

倦湾の開発､利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針｣の記載事項に、港

湾の開発等に際し、配慮すべき環境の保全に関する基本的な事項を追加し、環境の保全に対

する港湾行政の取り組み姿勢を明確化すること等を内容とする港湾法の改正を行った。

②基本方針の変更

また、港湾法の改正を受けて、倦湾の開発､利用及び保全並びに開発保全航路の開発に際

し考慮すべき環境の保全に関する基本的な事項」として、良好な港湾環境の維持･回復･創造、

人と自然のふれあい等について記述し､平成１２年１２月に基本方針の変更を行った。

②地球と共生する環の国｣づくﾚﾉの推進

港湾行政においては、環境と共生する港湾作トノ仁コホニト）を従来より推進してきたが、昨今

政府全体レベルでも自然との共生の推進が唱えられているところである。

・小泉内閣総理大臣の所信表明演説平成13年５月）において眉然との共生が可能となる社会を

実現｣を宣言

.内閣総理大臣主宰の「２１世紀環の国｣づくり会議｣報告平成13年７月）において、眉然再生型

公共事業を国民の協力を得て展開｣する旨記述

経済財政諮問会議の吟後の経済財政運営及び経済の構造改革に関する基本方針｣において、

社会資本整備の中で重点的に推進すべき分野の－つとして循環型経済社会の構築など環境問題

への対応｣が位置付けられ、また、日本経済の再生のシナリオの中で馳球と共生する環の国づくり

の推進｣が規定。

これらを受けて、港湾においても従来のエコホニト政策をより一層積極的に展開する必要があ

るが､次のような考えに基づき、実施することとしている。

、自然共生型公共事業の推進

大都市圏の内湾部は、高度経済成長期において臨海工業地帯の整備等により日本経済を牽

引してきたが、その代償として多様な生物の生息域である干潟藻場や、都市に住む人々が海
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に親しむ自然海浜等が失われてきた。また、我が国の都市における人ロー人当たりの緑地面積

は、海外の代表的な都市であるニューヨークやロンドンと比較しても著し低い水準に留まってお

り、このことが都市の魅力の低下や都市のヒートアイランド現象の原因ともなっている。

このため､失われた生態系を回復するため、内湾部において失われつつある干潟藻場を保

全、再生､創出するとともに、多様な生物が生息する大規模な緑地を港湾の廃棄物海面処分場

の跡地等を活用して整備を推進する。特に、都市再生プロジェクト第３次決定）として決定され

た臨海部における緑の拠点の形成｣については､平成１４年度港湾事業調査費により、臨海部

における大規模緑地整備に関する調査を実施する予定である。

また、成熟化社会を迎えた今日、経済活動だけでなく､都市に住む人々の潤いのある生活が

求められており、自然に親しむ場への要請が非常に高いことから、臨海部において高度経済成

長期に失われた自然海浜を再生する等､人々の憩いと安らぎの拠点を形成する。図－５】
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囹爾也濡

lＯＤｖＵ９，．‐ぃ封十濁阿
.｡,行う．

wBTPv．。房穐謹：Ｏ

●己

曇鰯懲

､父,｡-･･･...-’．￥.、ゴール.五．〃･△･ゲーン鈩守．ワロＺ工.ｸｰｰﾛヮＰ－－－:窪鍾乳jXIr:…<＿YX室;>>薄琴蕊譲二I塞墨窪菱慮彰⑬…～…ﾍｰﾀﾞﾌﾟ･j-．… ;.之.Ｚ-ｺろ.｣-.:ﾀﾞﾝﾆ:-～

図－５沿岸域における自然再生事業

②閉鎖性水域における水環境の改善

東京湾再生プロジェクト

本プロジェクトは、国土交通省の平成１４年度の重点施策に取り上げられているものである

が、平成１３年、都市再生本部により、政府全体で推進すべき都市再生プロジェクトの－つ膳
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の再生」藤）として位置付けられたところであり、先般、東京湾再生推進会議において中間とり

まとめが公表された｡今後、自治体等と連携して港湾局として海域浄化のための施策を最重要

課題の一つとして積極的に推進してい価存である。具体的には、三番瀬をはじめとする東京湾

における干潟藻場等の保全再生等のあり方､干潟ネットワークの構築による東京湾の水質改

善方策等についての調査を実施するとともに､環境整備船による水質監視の強化､国土交通省

国土技術政策総合研究所との連携等の施策を実施していく予定である。

庫京湾再生のための行動計画｣について東京湾再生推進会議中間とりまとめ）

背景・目的

平成１３年１２月に都市再生本部において決定された都市再生プロジェクト晦の再生」として、水質汚濁が

慢性化している大都市圏の晦｣の再生を図るため、先行的に東京湾奥部について、地方公共団体を含む関係

者が連携してその水質を改善するための行動計画を策定するもの。陸域対策、海域対策、モニタリングの３つの

分科会で検討。

今般の中間とりまとめは、七都県市及び関係省庁連携役割分担の下、実施すべき施策の方向性について、

今年度内にとりまとめる行動計画｣の中間報告として公表するもの。

２概要

中間とりまとめにより決定された内容は以下のとおり。

(1)目標快適に水遊びができ、多くの生物が生息する、親しみやすく美しい悔」を取り戻し、首都

圏にふさわしい庫京湾」を創出するＪ

②重点エリア横浜市金沢区から千葉市中央区までの海岸線の沖合いを設定

（３）アピールポイント（(BZHF）

施策による改善の効果について、身近に市民が体感･実感できるような場所として、重点

エリア内に７ポイントを設定

(4)計画期間平成１５年度から１０年間を計画期間とする

その他、中間とりまとめにおいて。

①行動計画策定に当たっての視点

②東京湾の水環境の現状

③目標達成のための施策の推進陸域負荷削減策の推進、海域における環境改善対策の推進、東

京湾のモニタリング）

に関する事項を記載するとともに、陸域及び海域における効率的･効果的な対策を実施するための分

析･検討が必要である旨を記載。

３今後のスケジュール

今般の中間とりまとめの方向性を踏まえて、今年度中のできる限り早い時期に庫京湾再生のための行動

計画」最終とりまとめ)を策定する。
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※都市再生プロジェクト第三次決定）

Ｉｌｌ，大都市における都市環境インフラの再生３．水循環系の再生②海の再生】

また、ノリ不作等を契機に海域環境がクローズアップされた有明海においては、船舶航行の安

全の確保や海域の環境保全を図るため、海洋に浮遊するゴミ柚の回収とともに水質･底質調

査、浮泥層探査等の海洋調査機能を有する環境整備船を２カ年で建造し､平成１５年度配備予

定である。

7．おわりに

精神的、物質的な恵みをもたらす豊かな自然環境を享受しつつ、これを美しく健全な状態で将

来に引き継いでいくことが、現在、国民共通の課題になっている。

そのため、２１世紀を見据えた港湾行政として､貴重な自然環境への影響を最小限に抑制す

るのはもちろんのこと、干潟や藻場の造成など､新たな生物生息環境を積極的に創造する取り

組みを進めていくこととしたい。
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討論１

●司会本日、午前の部の討議の司会を務めます土木学会の勝丼です。よろしくお願いしま

す。岩瀧さんの時間の都合上、申し訳ありませんが、最初に岩瀧さんとの質疑に集中させて

頂きます。

●八尋（日本大型人工魚礁協会）先ほど凌喋士により防波堤のスリム化が非常に有効だと

いうことがわかりましたが、その後、藻場を造成したという事例がありましたので、少し具

体的に教えて下さい。

●岩瀧（国士交通省）これはまだ作っておらず、今から整備するものです。釧路港の湾口

の島防波堤においてその背後に簡易な傾斜堤みたいなものを作り､その中に凌喋土砂を入れ

て上に割石等を乗せ、藻場を作るものです。全国でもこういうものは初めてで、普通は完全

に四角囲みした護岸を作り、その中に凌喋士を入れ、併せてその時に一般廃棄物や産業廃棄

物も入れた廃棄物処分場､海面処分場という形で整備されたものの中に処分するのが通常の

パターンなのですが､そこに一工夫して生物等にやさしい生息環境等にも適するものを作っ

ていこうという考え方です。

●八尋（日本大型人工魚礁協会）干潟ではなくて藻場ということで、藻類を育成するとい

う形ですから、多少海水が入ってくる海水交換型なのですか。

●岩瀧（国土交通省）ここは全部海水の中に浸かっている状況です。これは全部海中であ

って、普通は護岸を海面上よりも高くして、中は最終的にドライな状態にして土地として使

うというパターンなのですが、それとは違います。

●納士（新日本製鐵）二つ教えていただきたいのですが、一つは炭酸ガスの京都議定書の

問題で、森林に吸収させるという京都メカニズムというのがあります。これから森林の育成

が陸上では大事な問題になるのですが､港湾関係で先ほど紹介された中で、森林を作る際に

炭酸ガスを吸収するような目的があるのかどうかということ｡それから海藻も種類によって

はコンブが炭酸ガスをよく吸収するという話しがあるのですが､いずれにしても港湾関係で、

炭酸ガス対策としての森林育成なり海藻の育成をどう考えておられるのかということが一

つです。

もう一つは､干潟を作る際に凌漂土砂を使うことで一石二鳥の利用ということを話してい

るのですが､私ども鉄鋼業ではスラグがたくさん発生しまして、干潟づくりにおいて材料の

面でスラグを考えておられるのかどうか、その二つをお尋ねします。

●岩瀧（国土交通省）最初の炭酸ガスの話ですが、海藻等でそれを対策としてやろうとい

うことまでは今の段階では考えていません。森作りということで、今まで港湾環境整備事業

で緑地を作っているのですが､広場的な緑地が多くて、我々が今目指しているのは明治神宮

ではありませんが、まさに森と呼べるようなものを作り、しかも単に作ったものを、市民に
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利用して下さいというこれまでのパターンではなく､作り育てる段階から市民に参画しても

らおうと考えていまして､その結果できた森が少しでも炭酸ガスの吸収に役立つようになれ

ばと思います｡はじめからどのぐらい作ったらどれぐらい吸収できるかということを計算し

て取り組んでいる状況ではありません。

二点目の鉱津スラグの話ですが､私どもも鉄鋼業界の方々から活用の道はないかと問われ

ています｡また､もう一つ静脈物流に取り組んでいる中でもそういう話が出ているのですが、

スラグはpHが高くなると聞いております.確か先日、新聞に日本鋼管さんがブロック・魚

礁等にスラグを活用できないかという試験をどこかで始めたという記事が出ていましたが、

港湾工事においてスラグの活用ができないかという検討は今始めている最中です｡できるだ

け循環型社会にうまくのせられるように努力したいと考えています。

●太田（栃木県立産業技術大学校）先ほど見せていただいた油の回収船について、先ほど

のお話では、日本全国を2日間でどこでもという説明がありましたが、沖縄等の遠隔地の石

垣島等も2日間で行って作業ができるのでしょうか。また天候によっていろいろ問題が当然

あるかと思うのですが、どの程度の天候で作業ができるのか、また油の拡散がどの程度回収

できるのか、それについてお話を聞かせて下さい。

●岩瀧(国土交通省）新潟と名古屋と関門地区の3カ所に3,000トンクラスの船を配備して、

通常は竣喋作業にあたり、いざというときには一番近いところの船が出かけていくという体

制です。沖縄も一番近い関門地区の「海翔丸」が出ることになると思いますが、概ね2日間

で到達できます。先週、台風11号によって志布志で3万トンクラスの貨物船が座礁し、二つ

に割れて少し油が出ている状況にありました。そこで「海翔丸」がいつそれに対して出動す

るかという警戒体制を敷いていたのですが､そんな対応を沖縄でもすることになろうかと思

います。

もう一点、波が高い場合に油をどこまで回収できるかということにつきましては、日本海

で「ナホトカ」の事故が起こったときにその問題が非常にクローズアップされて、そのあと

関門地区の「海翔丸」が建造されまして、そういう高い波でも回収できるような工夫がとら

れています。より高い波にも対応するような油回収機能を持たせています｡完壁とまではい

きませんが、そういう努力をしています。一番新しいのは「白山」でして、今年建造されて

配備されています。

●太田（栃木県立産業技術大学校）回収作業できる気象条件はどのぐらいのレベルになる

のでしょうか。

●岩瀧（国士交通省）たしか波高4～5メートルぐらいの高波でも大丈夫だと思います。

●太田（栃木県立産業技術大学校）志布志湾へは出動したのですか。

●岩瀧（国土交通省）私どもは海上保安庁からの出動要請を受けて動く体制になっている

ため、今のところオイルフェンスを張って油を閉じ込めておくという状況らしくて、しかも
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岸辺の方で、3,000トンクラスの船はそこに入らないため出動要請は出ていないという状況

です。

●太田（栃木県立産業技術大学校）実際にそういうことが起こる場合はだいたい浅い海域

で起こると思うのですが、大きい船はこういうところに入れませんから、従来のような方法

でやることになるのでしょうか。

●岩瀧（国土交通省）そのときの風向きとかいろいろなシチュエーションが出てくると思

うのですが、３月の隠岐島の近くで事故を起こした船の油がかなり漂流したときには「海翔

丸」が出ていって回収しております。

●太田（栃木県立産業技術大学校）そのときはどのぐらいの割合で回収されたのですか。

●岩瀧（国土交通省）今は正確に覚えておりませんが、いずれにしても3000トンクラスの

船ですので、あまり岸辺での回収はできないと思います。もう一ついいますと、岸辺のほう

は通常ごみを回収している100トンクラスの船が､たくさんの量は一気に回収できませんが、

そういう船が適宜役割分担をして回収することになります。

●司会（勝丼）まだたくさんご質問があると思いますが、岩瀧さんがもうお帰りになりま

すのでこれで終わりたいと思います。それでは岩瀧先生に拍手でお礼をお願いします。どう

もありがとうございました。それではおこ方の先生のご講演、干潟の生態、サンゴに関する

内容につきまして、どういう角度からでも結構ですからご質問、ご討議をお願いしたいと思

います。

●大塚（大阪府立大学）灘岡先生に教えていただきたいのですが、オニヒトデのインパク

トの話が出ていましたが､オニヒトデが大量発生する原因で十数年周期をおっしゃっていま

したが、これは人為的なインパクトに関係しているのか、あるいは自然に昔からそういう周

期で発生していたのかということと、インパクトがあってかなり死滅したあと、どのぐらい

の期間で回復しているのか、この二点をお伺がいします。

●灘岡（東京工業大学）最初の点はまさによく議論されることです。自然的なサイクルに

対して人為的な原因がどの程度関与しているのかということです｡人為的な影響もいろいろ

いわれていますが､その証明というか、具体的な決定的な証拠を立てた形での議論までは至

っていないのが状況だと思います｡例えば沖縄の場合に1970年代から1980年代初頭にかけて

非常に大きな被害があり､そのときの被害から相当回復しかけたなというときに最近また新

たなオニヒトデの被害や白化現象などによって複合的なダメージを受けているというのが

今までの経過です。

●山崎（産業技術総合研究所）風呂田先生にお伺がいします。今日のお話は干潟の生物の

多様'性というか、種類というところでお話をしていただいたのですが、最後にバイオマスの
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総量の話もちょっとあり､総量と多様`性の関係をお伺がいしたいのです｡素人的に考えると、

ある程度の量がないと多様,性も確保されないだろうと｡どこかまではお互いに相関関係があ

るが、ある程度の量までいってしまうと、そこから先は量は増えるかもしれないが多様,性は

変わらないという、どこかにそういう点があるのではないかというイメージを持つのですが、

だいたいこのように考えていいのかどうかを教えていただきたいのです。

●風呂田（東邦大学）基本的に量の問題と多様性の問題はリンクしていません。といいま

すのは､例えば一つの種類がたくさん増えてそれで量が多くなるというのが一般的に量を多

くする方向です。例えば干潟でいちばん量として多いのは二枚貝類で、アサリ、バカガイや

シオフキガイが増えると、多い時は平方メートル当たりで10kgの量に達します。そうなって

くると逆に他の生物へのプレッシャーになってしまい、空間をめぐる競争とか、あるいは餌

資源をめぐる競争がはたらいてきますから、他の生物は逆に棲みづらくなります。

干潟といっても、エネルギーの供給側の方から見ると、量があるということはそれだけエ

ネルギーがたくさん供給されているということになりますが､アサリのように比較的低い干

潟面にいるものは植物プランクトンという海水の中の餌を取り込むことができますから､干

満の海水交換のたびにエネルギーが供給されるということになります｡ですから干潟の低い

方ではバイオマスを高めることができます。ただし、干潟の上の方にいくと干上がっている

ことが多いですから､基本的なエネルギーの供給はその現場にいる小さな藻類の光合成に頼

っています｡そうしますとそれは内部生産だけで限界があるため、それが一番リミットにな

っていきます。

その中で分け合って一定の生物が生息するということは､基本的に低い資源の中で多様な

生物が資源を分配して分かち合ってやっていかなければいけないわけです。では、そういう

資源の低いところは生物の種類が少ないかというと､そうではなくて逆に高い傾向にありま

す。それはおそらく底質粒子の問題、残留水量の問題、塩分濃度やそういう環境勾配という

ことになってきます。

ですから、どちらかというとエネルギーが少なくて､だけども環境的な勾配が多いところ、

あるいは環境多様性が高いところほど種の多様性が高くなってくるということが起こって

きます。ですから必ずしも量と多様性はリンクしていないと考えた方がいいと思います。

●山崎（産業技術総合研究所）だいぶん私のイメージとは違ったのですが、そうすると、

いろいろなファクターや多様性､それとバイオマスの量についていろいろ関係をみてみるよ

うなデータはかなり集まっているのでしょうか｡それとも、それほど充実したデータはとれ

ていないとみたほうがよろしいのでしょうか。

●風呂田（東邦大学）特に種類数に関してはどこにどういう種類がいるかという調査はで

きますが、どれぐらいの量かということになりますとかなり時間的変動が大きいのです。先

ほどいった1平方メートル当たり10kgという量は数年に１回あるかないかという量です｡です

から必ずしも１回のデータで相関が出てくるようなものでもないと思います。かなり詳細な

調査をしなければいけないのでしょうが､やってわかるものでもないという感じがしますし、

一過的な現象だけで相関をつかむということはなかなか難しいだろうと思います｡やってど
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ういう成果があるかというのはあまり期待できない状態ではないかと思います。

ただ、もし量をかせぎたいというので、先ほどの港湾でもエコポートで自然と共生する干

潟というのがあったのですが､例えばその目的としてバイオマスを上げたいという目的があ

れば、どういう構造であればバイオマスがいちばん高くなるのかということは、構造的なも

のとして研究が成り立つだろうと思います。

●小寺山（九州大学）風呂田先生にお同がいしたいのですが、素人考えでいうと東京湾の

中の干潟の生物は全部重金属とかそういう毒'性あるもので汚染されていて､これで自然とい

えるのか､あるいは保護するべきものなのかという疑いを素人ながらにもっているのですが、

重金属による汚染というのはあまり心配しなくてもいいのでしょうか。

●風呂田（東邦大学）心配しなくてもいいというとちょっと問題がありまですが、心配し

たからといって生物も保全の対象ではないのかというと、そうでもないと思うのです。具体

的にいうと、例えばアサリは今でも漁業生産が上がっていますから、健全な生体系に比べて

重金属類も他のものも含めて有害物質が多少高いとはもちろん思います。ただし、現在食料

としている状況ですので､それが保護の対象にならないかというと､もちろんなるわけです。

ですからそういう状況でもそれは保護していかなければいけないという問題だと思います。

具体的にいろいろな種類が有害物質による衰退あるいは整死を起こしているかというと、

その事実は経験的にはありません｡それは発生初期とか細かいところでどう効いているかと

いう実験はまだ進んでいませんが､少なくとも今いる生物の多くがちゃんと再生産を繰り返

して、子どもが入って成長してまた卵を生んでいる状態ですので、そういった人間的な有害

物質が生物の生存あるいは種の絶滅に直接影響を与えているという事実はないと認識して

います。これは認識の問題ですから、調べてみたらやはり効いている可能'性は否定できませ

んけれど､現実に生きているものに関してはそういう影響が直接にないから生きていられる

のだということになると思います。

●太田（栃木県立産業技術大学校）灘岡先生にお聞きします。サンゴの白化のことなので

すが、高温水によるということで、この場合の水温は30度以上と書いてありますが、細かい

説明で何度ぐらいなのかということ｡暖かい水がどのぐらいの時間サンゴに触れた場合にそ

ういう現象が起こるのかということ｡それから黒潮の海域において高温水の垂直分布が実際

どういうふうになっているのかということがもしわかりましたら教えて下さい。もう一つ、

塩分濃度が低い場合に起こるという話がありましたが､これも塩分濃度がどのぐらいのレベ

ルで下がっているのか、その辺のところもお願いいたします。

●灘岡（東京工業大学）サンゴの適正温度はだいたい23～28度だと思いますが、低い方で

いうとまず18度以下では生存できなくて、２０度でも非常に厳しい。上の方は30度あたりが－

つの上限かと思います。もちろんそれを超えてすぐにダメージを受けるわけではなくて、約

1カ月ぐらいのオーダーで高温状態が続くと相当の影響が出てくるかなということです。た

だ、これは種によっても違いまして、耐性の強い種とわりとすぐにやられてしまう種が当然

あります。長期的にみれば、地球温暖化がゆっくり進んでくれれば、サンゴという生物もあ
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る程度応答して生きていくだろうといわれています。ただ、今想定される温暖化のレベルで

いくと、どうもよくないのではないかといわれています。そういう生物の応答性の問題もあ

りますので一概に固定して考えることもできないということかと思います。

黒潮系の沖側の暖水海の鉛直構造のご質問ですが､黒潮本体は数百ｍの厚さで流れている

というのはご存じのとおりですが、分枝流についていえば、特に沿岸域でみると,00ｍのオ

ーダーあるいはそれ以下の表層混合層厚というオーダーです｡その辺が海洋物理学的な解釈

としてはややこしくなるところで、先ほど陸棚の効果と申しあげましたが、だいたい200ｍ

あるいはそれより若干浅い水深なのですけれど、それよりも混合層厚が浅いのです。だから

バロワリニック的な効果がどうしても出てくるので､特に単純なブロック効果ということで

どこまで説明できるかというのはまだ仮説段階ですが､その辺は実は重要なポイントではあ

ります。

●太田（栃木県立産業技術大学校）もう一点お伺がいます。基本的なことなのですが、よ

くわからないのは、サンゴの発生のときにバンドル云々と言われているのですが、どういう

ことなのでしょうか。

●灘岡（東京工業大学）卵の一斉産卵といいますが、あれは卵ではなくて、卵子と精子と

脂質が間に入ったものが束ねられた球形のものなのです｡それは脂質がありますので軽いか

ら浮いていくわけです。ある時間経つとはじけて卵子と精子が放出されます。それがあるコ

ロニーから出ていくわけです。自家受精はできませんから、別のコロニーから出ていっては

じけたものと何らかのミキシングが起こればそこで受精するわけです｡そういうふうになっ

ているのです｡そのあとは軽い状況で表面をただよって輸送されていき、どこかで遊泳能力

をもって自分自身が動いていくということになります。

●渡辺（同志社大学）風呂田先生にお伺がいします。自然環境を修復するときに最低のユ

ニットというか、最低のエリア、大きさ等、そういうものがあるのかないのか。その場合に

自然を再生しようとしたときに備えるべき要件というのは､最低限これだけあるというのが

わかっているのかいないのか、その辺のところについて教えていただきたいと思います。

●風呂田（東邦大学）それは修復の目標に違ってきます。例えば全体的に干潟環境を、特

に干潟生態系の群集としての特徴を全部網羅しようとするとかなり大きな面積がいるだろ

うと思います｡それが先ほどいちばん最後に示した全体の地形の対応'性と連続性という形で、

河口域であれば川の中から河口から沖合の前まで全部あった方が全体の構造としては干潟

の生態系の復元になっていると思います。ところが特定の種類だけ、例えばアサリだけ生息

すればいいのだと、漁業生産の場所としてのアサリの養殖場ということで考えれば､特定の

干潟部分だけ、もしくは干潟にしなくても浅瀬部分だけあればいい。そうすればそういう部

分だけつくれば基本的にアサリの生息地はできます｡ですから目標とするものによってずい

ぶん違ってくると思います。

もう一つよくある議論で、大きいのが少なくていいのか、小さいものが多い方がいいのか

ということになりますが、種の多様性の面からいえば、小さくてたくさんあった方がいいと
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いうことになります。それは、その場所場所によって環境も全部違ってきますから環境の多

様性の拡大につながります。多くの干潟の生き物というのは、サンゴもそうですが同じ場所

でそのまま子どもを生める場所で大きくなるということよりも､むしろどこかほかに行って

自分のすみかを探すというような分散の習性がありますので､そうするとあちこちに小さく

てもいいからたくさんあったほうがいいだろう。いわば例えばこの会場のような建物が東京

都内に100戸あればどこの会場にたどり着くだろう。この100倍の大きさのものが1戸だけあ

った場合にはなかなかそこにたどり着けない。そういうことがありますので、できれば多く

の生物の多様`性の面でいえば､小さなものでもいいからたくさんのものをあちこちに配置す

るというのが当然必要になってくるわけです。

必ずしも一定のものでこれだけの効果が上がるというのではなく、どういうことを狙って

どういう配置をするかという戦略でやらなければいけないのではないかと思います｡基本的

には多様'性の面から考えれば、小さくても数多い方がいい。その最低ユニットというのはな

かなか難しいのですが､極端にいえば先ほどの港湾空港技術研究所の実験にもありましたが、

数ｍ単位でも一応生物の生息は可能ですから､最小限はメートル単位から場合によっては１０

ｍ単位でも生物の生息空間としては確保できるのではないかと思います。

●渡辺（同志社大学）たくさんいろいろな小さな面積を作ってもいいという話ですが、そ

の間の安定'性、交通`性や流動性が担保されていないと今のお話は成立しないので、そうする

と結果としてやはり広い面積が必要だろうと思います｡先ほどのプランクトンの話もそうで

すが､プランクトンが生まれてきた東京湾というものの生態系がきっちり保障されていると

いう前提のもとに今のお話が進んでいるような気がします｡すべての種を残す場合はそれが

ないという気もするので､そのあたりが小さいところだけで実験系として確かに成立はする

のでしょうが、もうひとつ大きな、種の対象によって変わってくると思うのですが、東京湾

が一つのユニットとしてちょうどいいのか､それとも三番瀬なら三番瀬域の中で守らなけれ

ばならないものだけを守るというふうに考え方を変えてしまうのかというところになって

きますと、非常に大きな選択が－つ出てくるのではないかという気がしますが､その辺につ

いてもしご意見をおもちでしたら教えていただきたいと思います。

●風呂田（東邦大学）先ほどもちょっと紹介したのですが、内部生産的に個体を維持でき

る種もいますから､そういうものは狭くてもそこに十分にとどまって個体群を維持すること

ができます。ただしサンゴもそうですが、浮遊幼生期をもつ場合は、サンゴの浮遊幼生期間

は10日か20日ぐらいですか、１，２週間ですね。だいたい多くの動物は1週間から4週間ぐらい

は浮遊幼生期間です。アサリの幼生がだいたい2週間ぐらいで、カニもだいたい2週間から３

週間ぐらいです｡その期間は水に浮いているとすると、どれぐらい流されるかはもちろん流

れの強さによるのですが、東京湾を考えてもおそらく１０km単位になることは間違いありま

せん。

ということは、１０kｍ単位の干潟があれば干潟内部で着生できるかもしれませんが、通常

の動きは全体にばらけてしまうと考えた方がいいのではないか｡東京湾のいちばん狭いとこ

ろは10km程度ですから、おそらく東京湾全体にそういう幼生域が広がって、また干潟に戻

ってくるのだろう、あるいは戻ろうとするものと思います。そのときにいちばん幼生を集め
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やすいのは河口域です。それは表層水が沖へ流れますから、その反流で塩水くさびという形

で海水が河口に入っていこうとしますから、どうしてもそういうところに収散していくでし

ょう。ですから一旦東京湾全体に拡散したのがどこかに収散する形になる。その収散する先

ができれば生息空間として成立するような干潟であることが望ましいわけです。

ですから、ある空間の中だけで多くのものを、この東京湾の今の干潟で生物を保持すると

いうことはかなり難しいのです｡むしろあちこちにばらまいて､三番瀬だけでもすまないし、

盤洲干潟だけでもすまない。多摩川の河口域とか、あるいは鶴見川の河口とか、主要な何Ill

の河口域に何らかの形で干潟があるという形が､東京湾全体の生物の多様性を保持するには

重要な要素だろうと思います。

●松本（ライトンコスモ）風呂田先生と灘岡先生に一つずつお伺がいしたいのですが、国

士交通省の岩瀧室長のお話の中で干潟の再生というのがありました｡そういったデータは今

回紹介されませんでしたが、ああいった再生のやり方、手法を専門の先生の目からみて、実

際に干潟というのは再生できるものなのでしょうか。また再生できるとして、ある程度評価

はあるのでしょうか。

●風呂田（東邦大学）私の基準で評価しますが、基本的にいちばん最初にいいましたよう

に､前置層という砂が堆積してその表面の平らな部分が浅瀬や干潟あるいは湿地になってい

る。その形状が維持できるところであれば干潟として十分成立しているだろうと思います。

たいていそういうのは河口域ですから陸からの土砂の流入が続いて､ほっておけばだいたい

そういうところになるわけです｡今の場合ですとこの河口域は港湾を造ったり航路を掘った

りして深くなっています。しかし、埋立地によっては今後土砂堆積が続くところが残ってい

ますから、そういった場所の中で、例えば河川からのある程度の土砂の供給が続けば、そこ

に前置層が形成されて干潟や砂州が残るということの見積りは､これは物理的な問題が強い

でしょうからたぶんできると思います｡そこは基本的に干潟になっていくべき空間であろう

と思います。ただ、多くの場合は開発で利用されているので、例えば港湾を干潟にするとい

った場合は港湾機能を放棄しなければいけないことになりますので､その辺の見極めはかな

り大変と思います。

もう一つは､今日はあまり出なかったのですが､潜堤を作って干潟を作ることがいろいろ

なところでも試みられていますし、現実に議論もされていると思いますし、出来上がってい

るところもありますが、干潟の生き物からみると、潜堤は部分的には必要かもしれないが、

全部潜堤で囲まなければいけないというのは干潟の本来の構造としてはたぶん間違ってい

るだろうと思います｡それは前置層が形成されない、あるいは安定しないからそういう潜堤

を作らないといけないのです｡それから生き物からみると、砂泥系の生き物というのは砂泥

の中は移動できますが、コンクリート部に行くとたぶん落ちてしまって、季節的に一回落ち

たら上がってこられないということも起こり、かえって障害物になる可能性があります。基

本的にはまず前置層としての柔らかい泥や砂がそのまま台地として残るような場所を見極

めていって、そこに盛り土をする。底質の問題もあるかもしれませんが、ある程度早めに前

置層を形成するための盛り土をやり､それが経費的にうまくいけばそこが干潟として再生で

きたということになるのではないかと思います｡ですから地形的にそこが前置層として成り
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立つかどうかという見極めで、そこの成立が可能かどうかで結果的に決まるわけです。

●松本（ライトンコスモ）灘岡先生には別の質問ですが、地球温暖化の問題で海水温が上

昇しています。それで白化現象は海水温の上昇によるもので、６割ぐらいが危機的状況にあ

るということでした。新聞でもかなり北の方の海にも珊瑚礁が進出しているということで、

そういった温暖化の問題もあってサンゴ礁の生息域が変わってきているのではないかと思

います。特にサンゴ礁に関していえば海洋自体の生態系がかなり変わってきているという、

その辺の研究はされているのでしょうか。

●灘岡（東京工業大学）私自身はしていませんが、そういう観点からの研究はされていま

す。北限域が日本近海では隠岐の島で最近も発見されまして、造礁サンゴの北限がその辺に

あるということで、新しい知見は出ています。ただ、地球環境との関連ということからいう

と、先ほどの温暖化の話もそうですし、海面上昇の話もありました。海面上昇についてちゃ

んと造礁サンゴがキャッチアップしてくれるのかどうかということも非常に危倶するとこ

ろです。温暖化による海水面の上昇スピードそのものもだんだん下方修正されていますが、

それでもこの100年ぐらいのスケールで十分キャッチアップできないのではないのではない

かという懸念があるところです。そういう研究はいろいろあります。

●松本（ライトンコスモ）あと一つ、白化現象で褐虫藻が抜け出すということをおっしゃ

ったのですが、抜け出した褐虫藻はどこへ行くのでしょうか。

●灘岡（東京工業大学）それは私もよく知らないのです。私は生物の専門家ではないので

すが、本当の専門家に聞いてもよくわからないといいます。一つは、抜け出すのもいるのだ

ろうけれど､単に色が変わって葉緑素をなくしてしまっているのではないかという説もあり

ます。

●司会（勝丼）司会者からですが、先ほど風呂田先生にされた質問と同じ質問に、灘岡先

生からもコメントしてお返しいただけますでしょうか｡国土交通省の岩瀧さんがやられてい

る港湾のいろいろな手法の中での人工干潟の再生ということについて､土木工学科の先生と

してコメントをお願いします。

●灘岡（東京工業大学）海岸工学的にいちばん重要なのは、底質環境をちゃんとコントロ

ールできるのかなというのが本当に難しいところだと思います｡砂質性のところと泥の干潟

とは全然違うわけで、生態環境を支配する大きな要素だと思いますが、それすらもまだ十分

コントロールできるような技術になっていないのではないかという気がします。

ただ、私が思うのは、干潟とか藻場いろいろなことが出てきましたが、最終的にはトータ

ルとしての生態系の創造といいますか、そういう造成技術になると思います。そこになると

もう－段、あるいはもう二、三段難しさが増してくる。というのは、現状の干潟の環境がな

ぜそういうふうになっているかという説明すらまだできていないわけです｡風呂田先生の先

ほどのご講演もありましたし、いろいろな海域で、特にベントス系の異変というのがいろい
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ろいわれていて、アサリも含めていろいろな貝が減ってきている。東京湾の事例を先ほど詳

細にご報告いただいたわけですし､最近問題になっている有明海でもアサリやタイラギが相

当獲れなくなってきています。アサリは1978年ぐらいをピークにかなり減ってきています。

ああいったところも同じように干潟の面積が単純に減ってきているということで説明でき

るとは思えないところもあり､有機質のような物質にも原因があるのではないかとかいろい

ろなことをいわれているわけですが､いまだにはっきり現状を説明することができていない

のです。ということは、将来的にこういうふうに作りたいと思っても作れるかどうかの保証

はないといっているのと同じなわけです。そういう意味で、生態系まで青写真を描いてこう

いうものを作りたいといっても、それはなかなか難しいという気がします。

私自身が干潟に関してもう一ついわせていただくと､浄化機能を期待して作るという言い

方をする人がいますが、あれはあまりいわない方がいいのではないかと思っています。先日

の三番瀬に関するあるシンポジウムでも述べられていましたが､あれで期待できる浄化能力

は実は東京湾全体の環境負荷に比べるとほんのわずかなのです。だから、ああいうものを期

待して東京湾をよくするために作るのだというロジックは私はあまり健全な議論とはいえ

ないと思います｡むしろどうやったら干潟あるいは周辺の生態系を健全なレベルに保てるの

か、環境負荷のレンジはどのへんにあるのか、そういう議論をする方がむしろ健全な議論に

なるのではないかという気がします。そういう方向'性でいけば、なぜそこに今そういう生態

系が成立しているのか､どういう原因でそういう異変が今起こっているのかという議論に直

結します。そういう方向'性で今後議論を深めていくべきではないかという気がします。

●風呂田（東邦大学）最近、環境修復の話がずいぶん出ていまして、人工干潟の話がどう

しても出てくるのですが、先ほど灘岡先生がおっしゃったように、なかなか思いどおりいか

ないのが自然だと思います。いろいろ人工的にやったとしても、例えば底質だって思いどお

りにたぶんできないだろう。ただ、いちばん大事なのは、それを思いどおりにいかないから

こそ何とか問題点を解明しようという努力を続ける機会にはなるのです｡そういうときにい

ろいろな人が関与しますし、具体的な情報も集まってきますし、また思いどおりにいかない

からこそまた悩んで考えるということができます。

私たちからみていちばん今不足しているのは､そういうことをちゃんと考えるような人が

ほとんどいないということです。構造的なもの、物理的なもの、あるいは工学的なものは今

日の会場にもいらっしゃいますし、だいぶん人手はいるような気がするのですが､例えば東

京湾の干潟にどういう生物がいるのかということをしゃべれる人が何人いるかといいます

と、ほんの数人です。そういう状況の中で環境修復の議論がなされているわけですが、それ

は人が少ないということは情報も少ないし､それだけの経験もないし知見もないということ

になるわけです。そこの創造から始めなければいけないのです。

ですから、例えば人工干潟を造っても思いどおりにいかないから造らないとか、あるいは

だから失敗なんだというのではなくて､思いどおりにいかないことをどうやってこれから理

解していく努力を続けるか｡もちろんそこには人もいりますしお金もかかりますし時間もか

かりますが､それをようやく始める機会として人工干潟の価値があるのではないか。もしそ

ういうバックアップがなくて、単に造ってそれで終わりだったら、たぶん成功か失敗かとい

う不毛な議論になってしまう。人材育成、知的向上にいかに活用するかということを最初に
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考えたうえで､とにかく造ってそこから始めようというのがいちばん大事な活用法ではない

かと思っています。

●司会(勝井）この件に関しましてはフロアからもたくさんの意見があると思うのですが、

大変申し訳ございませんけれど時間が押してまいりましたので､これで討論を終わりたいと

思います。おこ方の先生どうもありがとうございました。それではこれで午前の部を終わり

ます゜どうもありがとうございました。
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海洋工学関連 会 告議報

午後の部を開催します｡司会は日本水産工学会の川西利昌です｡よろしくお願いします。

午後の部の最初に海洋工学関連会議報告を行いますのでよろしくお願いします。

造船学会所属の東京大学生産技術研究所の浦環です。私どもは1998年から「Underwater

Technology（UT）」という会議を開いています。第３回を４月16日から１９日に行いました。

今回は東京での開催の後台湾の台北に行き、国立台湾大学を中心としてグループがホスト

となりワークショップを22,23日に開きました。このＵＴという団体は、IEEEのOES、

OCEANSを開催している団体ですが、そこの日本支部がホストになっています。これを機

会に台湾支部が開設されました。アジアで二つ目の支部で、これを記念してワークショッ

プを開きました。どうして台北に行ったかというと、２年後の2004年の春に台北でUT1O4の

大会を開催することを計画しているからです。２年おきに開催していますが､2006年の開催

場所はまだ決まっていませんが、日本でやるか、ソウルで開催するかを検討しています。

ご紹介の写真はニュー山王ホテルでの会議の状況です。今回の論文発表数は約50件で、前

回の約70件より減っています。参加者数は約120名です。IEEEのOESの現在のチエアマン

も来日しました。これまで２回は海洋科学技術センター見学に行っていたのですが、今回は

NASDAと産業総合技術研究所のロボット関係を見学に行きました。台北ではIEEEのＯＥＳ

のジャーナルチーフエディターも参加しました。UT1O4は、台湾側からは台湾大学の造船

海洋学教授のイン・ナン・チェン氏が、日本は浦、米国はワンリ氏がチェアが参加します。

次にテクノ・オーシヤンについてご紹介します。「テクノ・オーシヤン2002」は11月２０

日から22日まで、神戸で開催されます。ぜひ皆さんご参加ください。この大会も2年に1度

行っています。内容は広く海洋全般の工学をカバーしています。

造船学会所属の九州大学の小寺山亘です。「ISOPE2002｣を北九州市で行いましたので、

これについてご報告します。

本国際会議はISOPEの学会本部と九州大学の共催で５月26日から31日まで行いました。参

加者は有料参加者589名と約600名が集まりました。論文募集、参加者勧誘等についてはこ

のパネルの主催者である日本海洋工学会の全面的な支援を受けましたので、この場を借り

て御礼申し上げます。国内からの参加者は319名、海外からの参加者が30カ国から270名、

アジアから124名の参加があり、そのうち70名近くは韓国からの参加で、台湾、中国からそ

れぞれ28,29名の参加がありました。ヨーロッパからはイギリス、ノルウエー、フランス、

イタリアからそれぞれ1o数名の参加を見ました。北米ではアメリカから多く次がカナダで

した。南米からの参加者の殆どはブラジルでした。もともとが石油関連の学会ですので、

石油と縁の深いところが参加者も多いようです。印刷発表論文数は590編で、口頭発表論文

が18編、９１のセッションを開きました。伝統的に海洋構造物に加わる流体力やVoltex

lnducedVibration関係の渦の流体力等の流体力学関係が一番多く１１セッション。海洋工学で

はハードウエア関係のセッションが10件ありました。今回は土木関係の人たちの協力を受

けまして、海底の土質のセッションも多くありました。また、日本海洋工学会の資源・素
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材学会の山崎さんらの支援により9セッションを開きました。土木関係では海岸工学で9セ

ッション、その他にも材料、溶接等のセッションがメインに開かれました。今回、九州大

学が主催するということで、海洋波・海洋物理・海洋環境についての特別セッションを５

件設けました。海洋環境については、北九州市が行っている洞海湾の浄化プロジェクトも

特別セッションに入れました。極地工学、海中工学等もあり、非常に盛況でした。これら

を企画した頃にアメリカの大きなテロ事件があり、成り行きを心配していましたが、皆様

方のご協力により大成功に終わることが出来ました。ありがとうございました。

建築学会所属の日本大学の堀田健治です｡７月21日から26日に幕張メッセで開催し、先週

終わったばかりの「海洋科学技術に関する太平洋会議(PACON2002)」の報告を致します。

この会議はハワイ大学に本部を置く「海洋科学技術に関する太平洋学会（PACON

Intemational）」が毎年会議を行っており、遇数年には大きな大会を、奇数年には地域の問

題を取り上げる大会を開催しています。規模としては中くらいのものですが、特にアジア

太平洋の海、沿岸域を研究領域とする方々が集まって研究発表を行いました。特に今年は

特別フォーラム「２１世紀一早急に解決すべきアジア太平洋諸国の海洋の諸問題」が企画さ

れ､今､何が問題かについて議論をしました。一般発表部門ではOceanScienceTechnology、

CoastalScienceTechnology、MarineResourcesManagementandDevelopmentの3つの分野で、

合計38セッションを開設し、論文件数は281編、参加国は17カ国でした。ワークショツプで

は今話題となっているサハリンの石油開発に伴う環境問題と、女'性による海洋開発技術に

関する問題を討議しました。毎日、朝にジェネラルレクチャーが行われ、また、バンケッ

トスピーチでは東京大学の高橋正征先生に海洋深層水のご講演を頂きました。

今回、初めての企画として特別フォーラムを行いましたが、これは漁業問題、沿岸域管

理、南沙諸島の環境問題、沿岸工学、海洋工学における問題及び海洋科学技術の教育問題

の5つをテーマとしました。それぞれのフォーラムでは、各国の地域から今何が問題になっ

ているかの現状報告を受け、特に短期間に解決しなければならない問題に焦点を当て、問

題の洗い出しと共にどういう方法で解決しなければならないかを模索し、ネットワークを

組んで、一つの問題をみんなで考えようという試みの第一回目でありました。特に漁業問

題では､過剰漁獲や資源管理の問題が討議されました｡もう一つは沿岸域の総合管理です。

これも今話題になっていますが、東南アジアはアメリカの例や日本の例などをいろいろと

学んできたが、彼らが独自に開発した管理体制でないと馴染まないということから、フィ

リピンのバタンガスや中国のシヤーメンで壮大な沿岸域管理に関する実験を行っているこ

とへの協力が話されました。また、南シナ海の南沙諸島は、現在6カ国が領海を主張して紛

争を起こしているところですが、非常に貴重な資源があるということで、ここの環境問題

を討議しました。今回は、中国等の研究者からこの海域の環境に関する研究発表が行われ

ました。これらを踏まえてPACONでは共同でこの海域の環境管理が行えるような枠組みに

ついて検討、提案する委員会を作ることが話されました。その他、教育問題等があります

が、アメリカでも学生の理科系離れが起こっており、具体的なプログラムが提案されまし

た。

石油技術協会所属の東京大学の増田昌敬です。５月１９日から23日まで横浜で行った「第４
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回ガスハイドレート国際会議」の報告を致します。

ここで発表された論文数は205編です。これを内容別に分類すると、ハイドレートを資源

として捉えた開発と環境問題に関する論文が55編、ハイドレートの基礎物性において熱力

学的な問題に関する論文が28編、分解速度論と生成速度論に関する論文が26編、ハイドレ

ートの結晶構造に関する論文が20編、物理的特性に関する論文が19編、伝熱と多相流に関

する論文が18編、パイプラインの中でのハイドレートの生成防止に関する論文が17編でし

た。その他にハイドレートをペレットやスラリー状にして輸送するといった工学的応用

分野に関する論文が２２編発表されていました。ハイドレートの学会が日本にないので、組

織委員長の森先生（慶応大学）が対応して立ち上げた国債会議であり、特にバックになっ

ている学会はありません。日立製作所、東京ガス、石油公団等の会社、団体にスポンサー

になって頂き、開催費用を賄いました。参加者総数は290名で、その内、153名が海外から

の参加者です。参加国数は19カ国でした。

資源に関する論文発表では、ハイドレートがどのような地域の地層中に存在するのか、

どのように生成するかと云った生成機構に関する研究内容、メキシコ湾のハイドレートを

実際に掘削して生産テストを行うための研究計画、その環境問題に対する検討を行うプロ

ジェクトの紹介などがありました。また、今年３月に実際にガス生産試験を行ったカナダ・

マリックのテストプログラムの紹介、実際にハイドレートからガスを生産するとどういう

挙動になるかを計算評価した研究発表、ハイドレート層を掘削するときに生じる問題など

に関する発表がありました。各セッションに参加者すべて参加できるように、ポスターセ

ッションとオーラルセッションが一貫して行われるのがこの会議の特徴で、パラレルのセ

ッションは設けていません。この方式は第１回会議から継承されており、バックグランＦの

違う色々な分野の研究者がお互いの研究を理解してハイドレートに関する学際的な研究課

題を探求しようという大きな目的があるためです。この会議は3年に１回開催されており、

次回はノルウェーのトロンハイムで2005年に行います。ホームページ

（http://hydrate・welcome・to）はずまだ存在していますので、これを見ていただければ各種の

情報が取り出せます。会議予稿集CD-ROMで発刊されており、3,000円を事務局に払えば入

手可能です。

土木学会所属の大成建設の勝丼秀博です。前回もご案内しましたように、この海洋工学

パネルも25回を数えて進化していかなければいけないという事で、今後のパネル運営に関

するアンケートを前回のパネルで行いました。約100名の参加者の内、約30名の方から回答

を得ましたのでご報告します。

アンケートの１では、皆さんがどういうことをお聞きになりたいかということで､８学会

が構成する色々な分野のものが出ていました。特にこの中でも地球物理、海洋音響に関す

る疑問や要求で、地球温暖化の話から海洋の流れの動態や地球シミュレーションのような

講演を望むといった希望が特に多かったようです。その他に、最近の話題の東シナ海の不

審船の問題や色々な話があり、海洋工学に対しての防衛技術に関しても話題にしたいとい

う希望もありました。政策、戦略の総合政策があります。海洋工学もバブルの時代に色々

な夢や構想が出てきましたが、それがどういう形で実現していくのか、いいマーケットに

なるのかといったことが企業を含めて大変関心があるのですが、これらの基本となる、骨
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となる、わが国の政策、科学戦略がどうなっているのかを聞きたいという話があります。

その辺は私ども運営委員会としても意識して取り上げようと準備を進めています。パネル

の進め方も、今後の海洋プロジェクトのニーズに関するものですが、討論会形式もいいの

ではないかという提案もありました。

２つ目のアンケートでは、当日のパネルのやり方についての意見を頂きました。講演数や

時間は1件約45分で､１日6課題という現在のところで妥当であろうという意見を頂いていま

すが、中にはもう少し短く半日でやってほしいとか、逆に長くという色々な意見もありま

した。当日の配布資料を希望するという意見もありました。基本的には後日に講演の討論

会の討議のテープ起こしを入れてテキストを配布することを原則としているため、二重に

なる資料の無駄遣いをしたくないということもあり配布していませんでした。しかしなが

ら、今回は試みに皆様のご希望により、講演の先生方には大変お手数でしたが、一人につ

き1枚で6つくらいのコマのレジメを作って頂いています。これ以外に、参加費6,000円は高

いという意見もありました。パネル開催後送られてくるテキストの討論をご覧になれば、

決して高くないということはお分かりになると思います。今後とも質の高いパネルにした

いと思っています。皆様のご意見がございましたらどんどん委員会にお申し付け頂ければ

ありがたいと思います。

－５１－



英虞湾の漁業者と一体となって進めた干潟再生プロ
ジェクト

ー淺漠へドロを用いた干潟再生技術の開発～

大成建設㈱技術センタ 土木技術研究所

海洋水理研究室

上野成三

じめ(よ に

河Ⅱ｜、湖沼、内湾など水辺環境のほとんどは、護

岸、埋立、淺漠などの開発事業を受け沿岸生態系と
しての構造や機能が阻害されている。このような状
況を改善すべ〈、自然再生事業の推進が躯われてい
るものの、個々の自然再生事業は未だ試行錯誤的に
進められているのが現状であり、今後、土木工学、
生態学、水産学などの学際的プロジェク卜として技

術の体系化を進める必要がある。また、沿岸の自然
再生技術の開発には水域の直接の利用者である一般
市民や漁業者が主体的に参加することも重要である。
このような観点から、三重県の英虞湾において、

漁業者が主体となって取り組んだ自然再生技術の開

発事例として、淺漠へドロを有効利用した干潟再生
実験の内容を紹介する。また、現在、干潟再生実験
の沖側で同時に実施しているアマモ場移植実験の概
要も紹介する。

た干潟再生工法の特徴淺漢へ ドロを利用 し

２
用
の
底
淺
こ
実
と
ら
採
は
嵩
干
て
源
な
し
に
が
従
資
し
現

●

般に、人工干潟の造成には清純な山砂や海砂が便
されるが、良質な砂の不足に加えて、砂採取地で

環境破壊が懸念されている（風呂田、１９９６）。一方、
泥浄化事業として実施される汚濁底泥の淺漢では、
漢土の処分地の確保が大きな問題となっている。
のような観点から、渡漢土を利用した人工干潟の
施例が増加してきた（今村，１９９７）。その造成方法
しては、渡漢土を干潟の内部に敷設し、その上か

清純な山砂あるいは海砂を濱砂する方法が一般に
用されている（図-１（ａ）参照）。この場合、〉麦漢土
干潟の「あんこ」として地下に封印され、単なる
上げ材料として利用されているにすぎない。また、
潟表面に清純な砂で覆砂を行うと栄養分が不足し
底生生物の復活が遅れるとの指摘もある。
方、渡漢土に多量に含まれる有機物は生物の栄養
であることから、重金属やダイオキシンの問題が
ければ、渡漢土は干潟生態系への栄養供給材料と
て利用できる可能性がある。さらに、好気的環境
ある干潟生態系では淺漠土中の有機物の酸化分解
促進され自然浄化が進むと期待される。これは、
来、廃棄物として処分されてきた渡漢土を有効な
源と見なして再利用するもので、資源循環型の新
い干潟再生技術と言えよう。
そこで、本研究では、渡漢土を地下に封印せず、
地盤士と混合して干潟を造成することによ’ノ、干

－５２－



潟生態系への栄養供給
浄化を行う干潟再生実

本実験では，健全な干
混合方法を明らかにす
が異なる実験区を設け
生物の復活状況、放流

あり、本報では造成後
ら，２００１，２００２）を取り

を確保しつつ、渡漢土自体の

験を実施した（図－１（ｂ）参照）。
潟環境が実現できる渡漢土の

るために、渡漢土の混合害Ｉ合

て、水質・底質の変化、底生
アサリの成長を継続調査中で
約２年が経過した結果（上野

まとめた。

３．干潟再生実験の方法および追跡調査結果

（１）人工干潟造成方法
実験用に造成した人工干潟の平面図と断面図を

図－２に示す。仕切り板と土留潜堤で囲まれた長さ
５ｍ×幅５ｍの実験区を５区画設け、各実験区で渡漢土
と現地盤±（砂質±）を所定の割合で混合して干潟
土壌を作成した。淺漠，±は英虞湾立神浦の真珠養殖
漁場で淺漢され脱水処理されたものを粉砕して用い

た（写真－１参照）。淺漠処理土のＣＯＤは約３７ｍｇ／ｇＤＷ
と高く、長年の養殖漁場利用により有機汚濁が進行
した底泥である。各実験区の渡漢土の混合害リ合は、

実験区①で渡漢土０％（現地盤土のみ）、実験区②で
渡漢土２０％、実験区③で渡漢土５０％とした。実験区
④では養殖排出物５０％と現地盤±とを混合した。養
殖排出物と’よ、真珠養殖の過程で多量に発生する廃
棄物であり、アコヤガイに付着するカサネカンザシ

やフジツボなどが主な構成物である。養殖排出物は
底泥汚濁の原因の－つであり、英虞湾の汚濁負荷削

減のため適正な処理が必要とされている。実験区⑤
では〉麦漢土５０％の干潟材に多孔質コンクリー卜製

の透水杭（‘２０×Ｌ３０ｃｍ）を約１００本打ち込んだ。こ
の透水杭の設置は、地盤の透水性を高め有機物の酸

化分解を促進することを目的としたものである。
人工干潟の造成工事は平成１２年９月１１日から開始
し、９月２９日に完了した。造成手｜||頁は、各実験区の
仕切り板を設置し、砕石によしノ土留潜堤を構築した
後、干潮時に淺漠処理±と養殖排出物を各実験区に
投入し、約１ｍの厚さで現地盤士と混合した。

（２）ボランテア協力による干潟造成
人工干潟の造成作業は、地域の漁業者、一般市民な
ど多数のボランテアの協力によ’ノ極力手作レノの干潟
造成を進めた（写真－２（ａ））。このような地道な作業
を通して、英虞湾の環境再生に対する地域全体の意
識が高まったと言える。また、この干潟実験場は地
域の小学生に対する環境教育の場として活用されて
いる。地元の立神小学校で干潟実験場を環境授業の
場として利用し、人工干潟完成後の１０月１２日には
全児童が参加してアサリの放流（約４万個）を行っ
た（写真－２（ｂ））。
英虞湾に限らず、全国の内湾や湖沼などの広大な

水域の環境再生には，技術的な浄化工法の検討だけ
では不十分であり，流域全体の地域住民が深い理解
と熱心な協力の元に活動を進めることが必要不可欠
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である．英虞湾での取り組みは地域主導型の環境再
生の先駆的取り組みとして、新聞やテレビなどのマ

スコミからも注目を浴びている（日経コンストラクショ
ン、２０００）．

（３）追跡調査
実験干潟造成直後（平成１２年１０月１３日）から２
カ月毎に、水質・底質・底生生物・放流アサリの追

跡調査を実施いる。本追跡調査は現在、造成後１８
ケ月が経過した平成１４年３月までの調査データが得

られており、今年度も継続中である。本報では各種
の調査データの内、干潟実験区で復活した底生生物

の種類数の経時変化を示す（図３）。干潟土壌を混合
した造成直後では各実験区ともほとんど底生生物が
見られなかったのに対して、２ケ月後から底生生物
の移入が確認され、その後次第に種類数が増大した。

６カ月後では各実験区とも造成前の状態と同程度ま

でに生物種数が復活した。特に、４カ月後から６カ
月後にかけては、冬から春に向けた季節変化により

生物種の大幅な増加が見られた。現在の最新データ
では１４ヶ月後の各実験区の種類数を比較すると、全
実験区で造成前の８種類数を上回る種類数に達した

一般に、有機汚濁が進行した底泥中では多毛類が優
先するのに対して、渡漢土や養殖排出物を混入した

各実験区②③④⑤の全てにおいて、多毛類だけでな
く、二枚貝、甲殻類など多様な底生生物が棲息して
いることも確認されている。
以上より、渡漢土を用いた人工干潟においても、

天然干潟と同様レベル，もしくは，それ以上の底生
生物の復活が確認され，多様性を維持した干潟生態
系が再生されることが実証できた。

さらに、英虞湾での実験結果を他海域で応用する
ための指標として、底生生物の生息環境に適した干

潟底泥の底質の定量的条件を求めた．各実験区の底
泥ＣＯＤと底生生物の出現種類数の関係を図４に示す

底泥中の有機物含有量の指標であるＣＯＤ，ＴＮ，ｌＬと
生物種類数の関係は生物種類数が極大値をとるパタ
ーンとなった．これは，底泥が極端に清純であるよ
り，有機物をある程度含有している方が生物種類数
が増大することを示している。本実験データからは

底泥ＣＯＤの最適値としては３～８ｍｇ／ｇＤＷとなった。
また、ＣＯＤ以外の底質項目の全窒素ＴＮ、強熱減量｜Ｌ
について同様の結果となっている。以上よりⅢ図
４に示した底質と底生生物種類数の関係によ’ノ生物
種類数の観点から干潟再生に適する底質条件を設定
することが可能となった．特に，渡漢土を用いて干
潟を造成する際，対象とする渡漢土の特性が異なる
場合でも，上記の条件を満たすように渡漢土と砂質
±との混合割合を設定すれば良い．さらにⅢ清純な
砂に比べてある程度汚れた底泥の方が生物相は豊か
になることが明らかにな０ノ，渡漢土を積極的に干潟
造成に用いる根拠が明確になった．ただし，上記の

定量的条件は！図４が造成から１年以内の生物相が
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アマモ場造成実験の概要４

本来の沿岸生態系は陸側から111頁にヨシ原、干潟、
アマモ場が連続しており、これらの場の生物が互い

に密接に関連しながら－つの沿岸生態系を形作って
いるものである（図５参照）。このような観点から、

現在、干潟再生実験の沖側にアマモ場を造成する実
験に着手した。ここでのアマモ実験の特色は、アマ
モの移植基盤としてアコヤガイの貝殻を詰めたマッ
トを使用している点で、浮泥の堆積によるアマモの
根ぐされを防ぐ狙いがある。平成１３年度の予備実験
ではアコヤガイマッ卜に移植したアマモが定着した

ことを確認している（写真３）。この成果を受けて、
現在、より大規模にアマモ移植を行う作業を進めて
いる段階にある。

おわ リ

に

５

本研究では、淺漠±を用いた資源循環型の干潟再
生技術として、渡漢土を地下に封印せず、現地盤±
と混合して干潟を造成することによしノ、干潟生態系
への栄養供給を確保しつつ、渡漢土自体の浄化を行
う干潟再生実験を実施した。通常、汚濁物質をして
扱われる淺漢へドロを用いた干潟でも，天然干潟と
同等かそれ以上の底生生物の復活が確認されたこと
から，本研究の干潟再生技術により良好な干潟生態
系が形成可能であることが実証できた。また、干潟
の沖側にアマモ移植を行い、沿岸生態系の本来姿で
ある干潟とアマモ場が連続して形成する場を造成し
つつある。なお、本プロジェク卜は平成１３年度土木
学会環境賞を受賞した。

謝辞：本干潟再生実験は三重県環境創造活動助成金
の補助を受けて立神真珠研究会が実施したもので
ある。人工干潟の計画・調査は三重県科学技術振興
センタ－と大成建設技術センタ－の共同研究によ
り実施した。人工干潟造成工事や現地調査では、県
内外からのボランテア、立神漁協、立神真珠組合、
阿児町、出馬重機、芙蓉海洋開発株式会社の皆様か
ら多大な協力を得た。

また、アマモ場移植実験は、三重大生物資源学部
前川教授、立神真珠組合との共同研究として、三重
大前１１１教授の全面的な指導の元に実施しているも

のである。ここに謝意を表す。
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英虞湾の漁業者と一体となって進めた干潟再生プロジェクト
～淺漠ヘドロを用いた干潟再生技術の開発～

大成建設㈱技術センター土木技術研究所海洋水理研究室
上野成三

図と写真

▽

(a)従来型の人工干潟

Ｖ

■■■■■
(b)資源循環型の人工干潟

図－１没i巣ヘドロを資源として有効利用した干潟再生工法の概念図

－５７－

Yamazaki
画像



５

襄鰡i;:鰯|M薫ｉＥｉＩｉｌ蕊鰡１蕊Eli1‘
５０％ 透水杭

↓

陸側 単位:、

(a)平面図

【H:垂iUi蕊iii;;E1コ＋土留潜堤(砕石）

HWL+1.7ｍ▽

1：２５
19#f鍵#1１LWL+0.4ｍ
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（b)断面図

図－２人工干潟の構造
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図-４干潟材料の底泥ＣＯＤと底生生物の出現種類の関係
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アマモ場の再生
℃

アマモ場が連続する本来の沿岸生態系を再生する．
窒竺塾塗竺２回y薦覇i声HT寝夛-可昆T電‐､一一一一

i鰯i鱗iiiili鱸i鱸i鰯

図５干潟とアマモ場が連続した沿岸生態系のイメージ

(a）淺漢ヘドロ（脱水処理後）

（b）養殖排出物（付着生物）

写真－１干潟造成に用いた材料
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(b)地元d学生lこよるﾌﾌLｻﾘ、l流(a)ボランティアによる月二潟豈fdtf屑業

啄驚

（ｃ）干潟再生実験場の全景

写真－２ボランティア協力による干潟造成

写真－３アマモ場造成実験の状況
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事例からみた藻場造成技術の現状と課題

一海の視点、陸の視点、空の視点一

森田健二

株式会社東京久栄環境創造エンジニアリング部

１．はじめに

大型の海草藻類などがまとまって生えている場所を藻場という。藻場を構成する海草藻類は、基本

的に生育する海底地盤の底質の違いによって異なる。比較的波・流れの強い海域の転石や岩礁の上に

はコンブやホンダワラの仲間の海藻が生え、静穏な砂泥域にはアマモの仲間が地下茎と根を張って生

育している。一般的に、コンブの仲間がまとまって生えている場所を海中林、ホンダワラの仲間がま

とまって生えている場所をガラモ場、アマモの仲間がまとまって生えている場所をアマモ場と呼ぶ。

藻場は、多種多様な魚介類の産卵、保育、摂餌、隠れ場等として機能しているだけでなく、光合成

による生長過程を通して栄養塩や二酸化炭素を吸収・固定し、酸素を供給するなど、沿岸域の環境保

全にも重要な役割を果たしている。

このような藻場も沿岸域の埋立や水質汚濁等によって第二次大戦後の高度経済成長期以降に大きく

衰退し、近年も年率0.3％程度の割合で分布面積が減少し続けている。’）そこで、沿岸域を管理する

環境省、国土交通省、水産庁など関連省庁は事業目的に藻場を含む沿岸域の自然を再生・回復させる

ことを盛り込み、国土交通省は干潟・藻場を約600hａ（平成１４年度末までの回復率１２％）回復・創

造するとしており、水産庁は漁港漁場整備長期計画(平成１４年～１８年度）において５，OOOhaの藻場・

干潟を新たに創出するとしている。

本報では、国内で実施された藻場造成事業の中から代表事例を紹介するとともに、これまでの経験

の中から現場技術者として注意すべき点を例示し、藻場造成事業発展のための一助としたい。

2．代表的な藻塲造成事例と効果

2.1岩礁性藻場造成事例（関西国際空港島）２),3),４）

①事業の背景

関西国際空港は、大阪府泉ｌＩｌｌ沖の水深16～19ｍの砂泥底海域に511haの人工島を造成した上に建設

された。空港島の護岸構造は、軟弱地盤に加えて大水深という制約から、経済性を優先させた緩傾斜

石積護岸が基本となっている（図１参照)。

埋立が厳に抑制される瀬戸内海にあって、大規模な沖合人工島建設という前例のない事業に対し、

当時の環境庁は環境影響評価書の上で、護岸周囲の生物の生育状況について継続的に監視調査を行う

旨の意見を付けている。

－６２－



また、空港島建設に先行して、対岸では大阪府港湾局により前島（りん<うタウン）が建設され、

この前面の緩傾斜石積護岸において－年生の大型海藻（ワカメ、アカモク、シダモク）による藻場造

成が成功していた。 Ａ護岸
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図１関西国際空港の護岸構造と配置

②事業の概要

②－１藻場造成対象種

藻場造成の対象種としては、対岸のりん<うタウンで実績のある－年生の３種に、種の多様性と群

落としての周年にわたる安定'性を図るため、多年生海藻であるクロメカジメ、ヤツマタモクの３種

を加えた。これら６種の種苗移植工程を表１に示す。

表１藻場造成種苗の移植工程
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②－２種苗着生基盤

関西国際空港人工島護岸に設置した種苗着生基盤の種類と仕様を表２に示す。使用した種苗着生基

盤は合計５種類で、設置する護岸の構造、波浪に対する安定性、漁礁としての機能付加を考慮して設

置した。

表２種苗着生基盤の種類と仕様
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③事業の効果

藻場構成主要種の分布被度の推移を図２

に示す。種苗移植を行う前後の空港島の護

岸には、自然に着生した緑藻のアオサ類が

主体となっていた。その後アオサ類の面積

は減少し､種苗移植が完了した１９９０年以降

は、次第に大型の褐藻類や紅藻類の実勢面

積が増加している。
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図２藻場構成主要種の実勢面積の推移
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大型褐藻の主要種であるカジメ属２種(クロメ

カジメ）の種苗設置位置と分布状況の経年変化を

図３に示す。カジメ属の分布域は種苗を設置した

場所から次第に分布域を広げ、設置から７～９年

が経過した１９９７年には緩傾斜護岸のほぼ全域に

拡大していた。この間におけるカジメ属の分布拡

散速度をＡ護岸の部位別で比較すると、相対的に

波当たりが強く、流れも早い西側（AW）護岸の方

で拡散速度が速かった（図４)。

調査時期：1993年03月
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Ⅲ
Ⅲ コメ種苗設置（１９８８
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図４Ａ護岸におけるカジメ属の分布拡散速度

他の海藻類を含めた総実勢面積は、合計でｌ３ｈａ

以上に達し、空港島全体では22.2hａ（全有光層の

約９割）の護岸に海藻類が着生している（図５)。

この面積は、1970年代における大阪湾全体の藻場

面積712haの約３%に相当する。

護岸の構造別に海藻の優占種を比較すると、相

対的に海象条件が厳しく消波ブロックを積んだＡ

護岸ではカジメ属を中心とした褐藻類が優占して

いるのに対し、相対的に水質条件の悪い（透明度

が低く、浮泥堆積量の多い）Ｂ護岸ではフダラク

をはじめとする紅藻類が優占していた。直立ケー

ソンのＣ護岸では海藻類の分布はほとんどみられ

なかった。
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図３カジメ属分布状況の経年変化
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空港島護岸に生育する海藻類の現存量は１９９７年３月時点で湿重量648t、乾燥重量８３ｔと見積もら

れ、これを炭素量に換算すると２９ｔに相当する。海藻の年間生産量は一般に最大現存量の１～1.5倍

に相当することから､空港島全体では２９t～44tの炭素を吸収･固定していると考えられる(表３参照)。

また、空港島とその周辺海域には多種多様な魚介類がい集してきており、種の多様'性の保持とともに

水産資源増殖の場としても重要な役割を果たしているものと考えられる（表４参照)。

表３空港島護岸に生育する海藻類の現存量

カノ､ﾒ属ノタモクﾀﾏﾊﾊｷﾓｸツノマタワカメフタラク総計

１４２１１８１４５０２１０６３１６３

３４２２８２３０２００２６９０

！
３８６３８７００３５１０３３５０３４６０

１７６１５４０２３３

２４７１２９５０１３４９１３４５１４０１
１６５１２５１６４２０

３１２６

３３５７０１２５５０５８４６０６５２１１－４０１５２２

４７６７０３０１８４７７１３６９４６１４５２

Ｃ固定量(ｋｇ）1630310851256016841-２００１３
Ｎ固定量(ｋｇ）０５３１００５１３１１３１９１－３７４
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２２アマモ場造成事例（広島市二階人工干潟）

砂泥性藻場を代表するアマモ場の造成は、1970年代から各県水産試験場を中心に基礎研究が開始さ

れた。1980年代には電力関係の研究機関も加わって体系的な研究が進められ、アマモ場造成指針もま

とめられた。５),6)その後１９９０年代に入ってこれらの成果を活かし、広島湾を中心として先駆的な事業

が進められ、成功を収めている事例もある。７),8)そこで、（社）マリノフオーラム２１の浅海域緑化技

術の開発グループは、広島市が似島の二階人工干潟で実施したアマモ移植業務地でモニタリング調査

を行いアマモ場造成事業の効果を測定した。９)''0）

①事業の背景

広島市の似島と人工干潟造成並びにアマモ移植業務を行った二階地先の位置図を図６に、人工干潟

の断面図を図７に示す。二階地先は間口、奥行きとも250ｍほどの静穏な小さな入り江であるが、水

深が１０～20ｍと深く、排貝・漁具などの違法投棄も行われていたことから漁場としては未利用な海域

であった。そこで、広島市漁業共同組合が事業主体となり、建設残土とカキ殻を有効利用して人工干

潟を造成し、アサリ漁場、潮干狩り場、ガラモ場として活用を図った。’1）

一方、広島市は市海域でもっともまとまった出島地先のアマモ場が港湾埋立により消失してしまう

ため、クロダイを中心とした種苗放流による水産資源増殖事業を強化する観点からアマモの繁殖試験

と造成適地調査を行い、適地評価の高かった二階人工干潟の水深，.Ｌ､0.5m～-2.5ｍの範囲にアマモを

移植した。
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図６二階人工干潟の位置とアマモ移植業務地の関係
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図７二階人工干潟の断面構造''１とアマモ移植地の関係

－６７－

Yamazaki
画像



②事業経過の概略と調査方法

二階人工干潟の造成と広島市アマモ移植業務に係る一連の作業工程を表５に示す。人工干潟造成工

事は平成元年～２年にかけて実施されたが、アマモの繁殖試験はそれに先立ち昭和６０年から６３年に

かけて実施された。その後、繁殖試験の追跡調査と似島全周の適地選定調査を行い、平成３年度、９

年度、１０年度の３カ年で合計5,000㎡の範囲に粘土結着法でアマモ栄養株の移植を行った。

効果調査は、初年度移植から９年以上が経過した平成１３年の２月と８月に実施した。アマモの分

布状況については、人工干潟の土留部分を中心に１０ｍ間隔で岸沖方向に調査側線を張り、スキューバ

潜水により５ｍ間隔で目視観察した（図８参照)。アマモの分布被度は、Ａ（被度８０％以上)，Ｂ（被

度50～80％)，Ｃ（被度30～50％)，Ｄ（被度５～30％)，Ｒ（被度５％未満）の５段階に分け、周辺に

出現する生物についても同時に観察、記録した。また、アマモの現存量・生産量、葉上生物に加えて

アマモ場とその周辺４ヶ所で水質、底質、動植物プランクトン、卵・稚仔、底生生物の調査も行った。

表５二階人工干潟造成と広島市アマモ移植業務に係る一連の作業工程
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③調査結果

平成１３年８月調査時におけるアマモの被度分布を図９に、被度別分布面積を表６に示す。アマモ

移植事業後２～９年が経過した時点でアマモの分布水深は，.Ｌ､+0.2m～-3.0ｍの範囲に広がり､移植事

業対象面積5,000㎡に対して全体の面積は２月が12,900㎡、８月が15,555㎡に拡大していた。アマ

モの株密度が比較的高い被度３０％以上の面積でみても２月が9,725㎡、８月が11,455㎡となってお

り、この区域だけでも移植事業対象面積の２倍前後に相当した。

なお、２月調査時にはアマモ移植業務地内の沖側を中心に空白域がみられたが、海底の状況からナ

マコ漁を目的とした底引網の操業が消失原因として考えられた。８月調査時には－部回復の傾向が見

られるもののアマモの生長様式からみて急速な回復は困難と考えられる。アマモ場の保全対策として

は、環境要因以外に漁労活動等からの保護も重要と考えられる。

表６アマモの被度別分布面積

項目 面積

３，０００㎡移植面積

事業対象面積 ５，０００㎡

調査時期平成１３年２月平成１３年８月

１，８００㎡

３，６７５㎡

被度８０％以上

被度５０～８０％

３，４５５㎡

４，２２５㎡殿
一十魁
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図９アマモの被度分布（平成１３年８月）

遜趨露熟:慰靭鱒鍵

写真左：移植地内のアマモ場、写真中：潜堤内側のアマモ場、写真右：底弓|網によって倒された移
植地内の鋼管杭
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アマモの現存量と葉上動物の関係を図１０に示した。アマモの現存量は被度ランクの高いエリアで

多いが、これを季節別に比較すると冬期は根茎部が主体であるのに対して、夏期は葉条部の現存量が

大きく増加している。葉上動物の個体数は葉条部の現存量と相関があり、幼稚魚の餌料となるワレカ

ラ（CapMja属）やゴカイの仲間が夏期の葉条部現存量増加に伴って大きく増加していた。
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図１０アマモ現存量の季節変化と葉上動物の関係

底生生物の測点別出現結果を図１１に示す。人工干潟とアマモ移植地周辺海域で底生生物の調査を

行った結果､２月の調査結果では､沖合いの深部(St3)や自然海浜(ST4）と比較して人工干潟(Stl）

とアマモ移植地内（St2）で底生生物の現存量が多く、干潟・藻場の造成効果がみられていた。

底生生物はいずれも魚類の餌料となる環形動物（ゴカイ類）と節足動物（ヨコエビ類）の占める割

合か高かったが、アマモ場内では個体数は少ないものの巻貝や魚類が出現するなど、他の測点とは出

現種の組成が異なっていた。
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アマモ場の直接効果を検討するため、「多々良モデル」によってベントス食系魚類のアマモ場への依

存度合いを整理し12)､岡山県内における昭和４６年から平成１０年までのアマモ場基礎生産量と漁獲量

の関係を図１２に示した。両者の間には良い相関がみられ、回帰式からアマモ場面積lhaに対して約

5.7ｔの漁獲量、約５００万円の漁獲金額に相当することが示された（未発表)。

また、アマモ場の間接効果として水産庁の「沿岸漁場整備開発事業費用対効果分析の手引き」に従

い、アマモの窒素吸収固定量から水質浄化効果を下水処理場の建設運営費に置き換えた結果、アマモ

場lhaの年間生産量から８８kg/年の窒素吸収･固定により約２３０万円の便益に相当することが示され

た。’０）

表７アマモの現存量と生産量ＭＯＯ

吸収・固定量(kg/日）現存量（kg）
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50000６ＭＯＯ70,00080,000９００００1001000

アマモ用の払阻生産且(トン）

注：表中の数値は、上段が２月の被度３０％以上のアマモ場面積9,725㎡

あたり、下段が８月の被度３０％以上のアマモ場面積１１，４５５㎡あたりの量

を示す、

図１２アマモ場の基礎生産量と漁獲量

3．藻場造成の意外な落とし穴

3.1海の視点

対象種の生活史と生育特性は動的に捕らえないと見

誤ることがある。例えば、アマモの地下茎は底泥の中

で伸びているように見えるが、実際には海底上を葡

團･埋没しながら地下茎を伸張させている｡このため、

海底上に器物があったり段差があるとそれらを乗り越

えなければならず、その際に根茎が露出・欠損して、

流失してしまうことがよくある。また、造成海域が漁

場や航路の近傍にある場合も流失の危険があるため、

注意を要する。

３２陸の視点

海岸線の近くの地形や構造物にも注意が必要である。

図面には表示されていない凹凸､切り込み等があると、

潮位や海象条件によって思わぬ波．流れが生じたり、

砂泥地であれば砂の移動によって地盤の移動を招くこ

とがある。また、写真に見られるよう護岸に暗渠等が

あるような場合も要注意である。普段は水が流れてい

なくても降雨時に大量の陸水が流入し水質や底質を

悪化させることもある。

干潟に繁茂するコアマモの地下茎の伸張状況

埋立地護岸に設けられた排水口
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3.3空の視点

海草藻類を食べる生物は海中だけにいるとは限らな

い。例えば冬に渡ってくるハクチョウやヒドリガモな

どはアマモの葉を食べる。造成対象海域が渡り鳥の飛

来地ではないか、事前に良く確認する必要がある。ま

た、造成予定海域の東西に高い山や建物がある場合も

冬期の日射量不足を招くため、注意を要する。朝日、

夕日がきれいに見えるか、こうしたことも造成場所を

選定する上で必要な視点である。

蟻J；
1-Ｎ-F--口!

4．おわりに

本報で紹介したように、藻場の造成手法は実用レベルに達し、事業後の長期のモニタリング調査に

よっても良好な状況が維持されている事例が増えてきている。しかし、藻場は単独で存在している訳

ではなく、海陸空に亘る周辺環境との微妙なバランスの中で成り立っている。このような関係を正確

に把握した上で、沿岸域の利用・開発と環境保全の調和を図っていくべきであり、そのための総合的

な管理体制の構築が強く望まれる。
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微生物による底質浄化

大槻忠

㈱エコテクノロジー研究所代表取締役（農博）

１．はじめに

有機物がその水域が有する自浄能力以上に負荷されると、分解されきれずに水・底質中に残存し，

水・底質の悪化をもたらすようになる．このような多量の汚泥が堆積し，特に夏季間等底層水が貧酸

素化して有害な硫化水素等が発生するような水域において，水・底質環境を改善（浄化）するために

は，先ず有機物の流入負荷量の低減等に努めることが肝要なことであり，次いで直接的な凌喋による

堆積底泥の除去や砂等の覆砂材を用いた覆砂（士）等も考えられる．しかし，その水域における生態

系のバランスの維持・再生等を考えた場合，抜本的にはその水域の自浄能力を増強するようにするこ

とが最も重要なことである．

そして，水域における自浄作用は，一般には水・底質中の微生物群集，特に細菌類の酸素を利用し

た有機物分解・無機化作用によるところが多いことから，自浄能力を増強するということはこれら細

菌類の活'性を高めることにほかならない

このような活性化の方法として，曝気などによる酸素の供給やＤＯが豊富な表層水の底層への導入

等が試みられているが，効果の持続`性や費用等の点では必ずしも有効であるとはいえない．一方，有

機物分解能力に優れた細菌類を人為的に導入する方法も種々試みられて来ているが，効果の持続性や

底質の浄化に伴う水質悪化の問題，また本来その水域に存在しない生物の人為的な導入による生態系

への影響や安全'性等の問題が指摘されている．

そこで，本報告では，底質浄化剤（材）の一つとして既に市販され，実際に使用されている主なバ

クテリア剤（材）の特徴等について紹介すると共に，バクテリア剤（材）を用いた底質浄化法の今後

の方向性について提示したい．

２．市販されている主なバクアテリア剤（材）

底質浄化剤（材）の一つとして既に市販され，実際に使用されている主なバクテリア剤（材）の有

する特徴等については概略表１に示す通りである．なお，以下の数字番号はそれぞれのバクテリア剤

（材）名を指す．

（１）浄化のメカニズムおよび使用微生物種（類）

主なバクテリア剤（材）の浄化のメカニズムおよび使用微生物種（類）等については，概略次の

通りとなっている．

①嫌気性条件卜での（嫌気'性細菌＋消石灰）と好気`性・明条件下での（好気`性細菌十栄養細菌

（光合成細菌)）による有機物等の分解・・・１

②好・嫌気'１ﾉ'三条件卜での有効微′|ﾐ物鮮（i三に光合成細菌，乳酸菌，酵肚菌など数卜穂以上）に
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よる有機物等の分解・・・２，６，１３

③嫌気`性条件下での枯草菌Bacillus類による有機物等の分解・・・３，９，１２

④嫌気性・明条件下での光合成細菌（紅色非硫黄細菌・紅色硫黄細菌）による有機物等の同化・

分解・・・４，７，１１

⑤好気性・暗条件下での紅色非硫黄細菌による有機物等の分解・・・７

⑥好気性酸化分解菌（士壌菌約３５種）による有機物等の分解・・・８

⑦好気I性条件下での（森林土壌微生物群十酵素・ミネラル成分十曝気）による有機物等の分解

・・・１０

⑧好・嫌気性条件下での（土壌通性嫌気性菌十栄養物十緩衝斉Ｉ・共働斉Ⅱ＋水流撹枠十生物濾床）

による有機物等の分解・・・１２

⑨栄養源等のバクテリア活`性剤（材）等を添加・併用するもの・・・１，２，１０，１２

（２）使用方法

各バクテリア剤（材）は，次の通り多孔質なセラミックやゼオライト等のバイオキャリア材に吸

着・固定（封入）させたり，培養液状体にしたものを直接水中に撒布するものが多い．

①バイオキヤリア材に吸着・固定（封入）して使用・・・１，３，６，８，９，１３

②液状体等を使用・・・２，４，１０，１２

③ゼリー（ゲル）状に固化して使用・・・７

（３）施工方法

各バクテリア剤（材）の主な使用・施工方法については，次の通りである．

①底泥中に浄化材(剤)を挿入・・・１

②水中に撒布

（液状体）・・・２，４，１０

（粒・粉末）・・・３，６，８，９，１３

③水中に投入（固化ゼリー（ゲル)）・・・７

④水中に撒布（液状体）→水流による撹枠→生物濾床での吸着・分解・・・１２

（４）海域での適用条件

各バクテリア剤（材）の海域における適用条件については，（１）で述べたように，主に好気性

条件下か嫌気性条件下か,また明条件下か暗条件下でそれぞれ大きく分かれている．しかし,温度，

ｐＨ等の適用条件については，余り明らかでないものが多い．

（５）効果

これまでの室内・現地実験結果あるいは実施結果をみると，各バクテリア剤（材）の水・底質浄

化効果については，一般に次の通りとなっている．

水質：

・透視度・透明度の増加

．ＳＳ，ＢＯＤ，ＣＯＤＴ－Ｎ，Ｔ－Ｐの減少など
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底質：

･発生硫化水素量の減少

･悪臭の解消

･ＢＯＤ，ＣＯＤ，強熱減量，

･ヘドロの減量化

硫化物量，Ｔ－Ｃ，Ｔ－ＮＴ－Ｐ，の減少

など

（６）事業等としての実績

既に事業等として何らかの実績があるバクテリア剤（材）については，次の通り７件程度となっ

ている．・・・２（河川，池沼域)，３（海域)，４（池水域)，５（下水処理場)，７（エビ・ウナギ

養殖池)，８（海域)，９（クルマエビ養殖場）

（７）海域への適用'性

収集した資料等からの（１）～（６）に示すような整理・検討結果を基に，各バクテリア剤（材）

の現状での実海域への適用`性等について，次の２つの視点から検討してみた．

①海域の底質浄化には適用できそうか

②海域における底質浄化効果は確認されているか

有機物含有量，硫化物，窒素，リンの減少，嫌気状態の改善，土`性の改善など

その結果，上記①，②をある程度満足すると考えられるバクテリア剤（材）は，表１に示す通り

の５件程度と予想された．
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表１バクテリア剤(材)および適用条件など'）

卜
■■■■ロ■■■■

、■:■■■■■■U■■■■■■Ⅲ、■■Ｐ■可■■■
、、■■■■■U■■■■■■、、■■■■■■＝『

⑤

９

,！」 ■

バ
ク
テ
リ
ア
剤（材）

使用細菌(種）

使用材(剤)質

および施工方法

適用条件

好気 嫌気 光 温度 ｐＨ その他

効果

水質 底質 その他
実;責の

有無

海域への

適用性

１
嫌気性細筐i､ﾏｲｸﾛｰＢＥ(栄養細菌､光

合成細菌)､好気性細菌

封入した

'三'に挿入
○ ○ 明 ○ ○

２

ＥＭ(主に光合成細菌､￥し酸菌､酵母

菌､グラム陽性の放線菌､発酵性の糸状

菌等､１０属80種以上の有効細菌群）

液状剤を撒布

○ ○
1５ 戸、＝

30℃
○ ○ ○

３
枯草菌BacnliLssu6伽の強力な変異菌

の群居体

けした
○ ○

１８へ－

40℃

6.0～

8.4

最適ＤＯ

5mg/1
○ ○ ○ ○

４ PSB(光合成細菌:紅色非硫黄細菌） 液状剤を撒布 ○ 明 ○ ○ ○

５ 好気性･通性嫌気性の各種細菌類 だんご状材を撒布 ○ ○ ○ ○ ○

６ 数十種類の細菌群 多孔質な砂状材を撒布 ○ ○ ○ ○

７
紅色非硫黄細菌(ｶﾌﾞｽﾚｲﾀｽ属､ロドバクタ

_属)､紅色硫黄細菌(ｸﾛﾏﾁｳﾑ属）

ゼリー状材を底に沈める
○ ○

明
暗 ○ ○ ○

８
上分解菌を主体とす キャリアーに吸着固定

させた粒状材を撒布
○ ○ ○ ○

９ Bacjlhssp．

ゼオライトと火成岩の砂

利に吸着固定させた粒

状材を撒布

○ ○ ○ ○ ○ ○

1０

カビの一種であるｱｽﾍﾟﾙj/､ﾙｽ､酵母菌

のｻｯｶﾛﾏｲｾｽ･ｾﾚﾋﾟｴなどが含まれた森

林士壌中の細菌群

液状剤を撒布

○ ○

1１ 光合成硫黄細菌
不明

工程を伴う
○ 明 ○

1２ 士壌中の通性嫌気性菌
液状斉Ｉを撒布し､水流撹

枠する
○ ○

1３戸、‐

38℃

6.8～

7.2
○ ○

1３ 現地土着細菌群
バクテリア

撒布

付着粒)|犬材の
○ ○

8.5～

9.5
○ ○ ○



３．主なバクテリア剤（材）の底質浄化効果

ここで海域への適用性があると予想されたバクアテリア斉Ｉ（材）の中の３種について，これまでに

その底質浄化効果について調べられた結果が表２である．

表２（１)は，国士交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所'）が平成１２年１月～７月に

室内にて大阪湾内奥部の底泥を用い，３種のバクアテリア剤（材）を底泥上に撒布あるいは覆砂し，

暗・好気（ＤＯ：５ｍｇ／0以上)，水温２５℃，静水条件下でカラム（の２０ｃｍ×１００ｃｍ）実験した

結果についての，ｔ検定結果に基づく評価結果である．また表２（２)は，同事務所が平成１２年８月

～１３年２月に室内にて同じく大阪湾内奥部の底泥を用い，上記中の１種のバクテリア剤を底泥上に

撒布あるいは底泥と混合境拝して，特に夏季と冬季の浄化能力の差異について明らかにするために，

水温２５℃（夏季：嫌気・暗条件）と１０℃（冬季：好気・暗条件）の静水下でカラム（の２０ｃｍ×

１００ｃｍ）実験した結果についての，ｔ検定結果に基づく評価結果である．これらをみると，いずれ

のバクテリア剤（材）とも底泥の含水率や強熱減量の減少には有効であると共に，バクテリア剤（材）

によってはＴ－Ｃ，Ｔ－ＮやＴ－Ｐの減少にも有効であることがわかる．

また表２(３)は，日本舗道㈱2)が平成１３年４～７月の水温の上昇期（７５日間)に池底泥を用い，

２種のバクテリア剤を供試泥に添加・撹伴後，特に光・ＤＯ・水温のコントロールはせずに，静水状

態でポリ容器（７００容）を用い室内実験した結果である．この結果をみると，バクテリア剤９のケー

スでは７５日間で強熱減量２３．４％，全硫化物３８．９％，ＣＯＤ１９．５％，Ｔ－Ｐ３３､３％程度そ

れぞれ底泥の含有量が減少しているが，バクテリア剤３のケースでは同期間で全硫化物１５．４％，Ｔ

－Ｎ３２．２％程度の減少となっている．

表２(１）底質の浄化効果(1)'）

○:浄化効果あり、×:逆効果

表２(2)底質の浄化効果(2)'）

○:浄化効果あり、×：逆効果
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項目
バクテリア剤(材）

３ ９ 1３

ＯＲＰ ○ ×

含水率 ○ ○ ○

強熱減量 ○ ○ ○

全硫化物

Ｔ－Ｃ ○ ○

Ｔ-Ｎ ○

Ｔ－Ｐ ○ ○

項目

バクテリア斉'１(材）

9(散布） 9(混合）

夏季 冬季 夏季 冬季

ＯＲＰ × ×

含水率 ○ ○

強熱減量 ○

全硫化物 ○

Ｔ－Ｃ

「

｢－Ｎ ×

Ｔ－Ｐ ○ ○



表２(3)底質の浄化効果(3)2）

*:バクテリア剤 (効果）大:。中:○小:△なし:×

４．細菌類の活性

水．底質中の細菌類の活性は，一般により水温が高く，よりＤＯ（溶存酸素）が多く存在するほど

高い．また，水域における自浄能力（有機物分解活'性）は，十分なＤＯが存在し，好気'性細菌群によ

って酸化．分解・無機化される場合の方が，十分なＤＯがなくて好気`性細菌群の活動が抑制され，嫌

気性細菌群によって分解される場合よりも大きく，むしろ後者の場合には硫酸還元菌による各種有機

酸の生成や，底生生物等に強い毒性をもつ硫化水素等の発生がみられる．

しかし，富栄養化の進んだ内湾浅海等においては,表３に示すように一般に夏季には成層化が進ん

で底層水は貧酸素化し，底泥は還元状態になることが多く，有機物分解活性の高い好気`性細菌類は少

なく嫌気性細菌類が多い．一方，冬季には上・下層水の循環・混合がみられ，底層水もＤＯが豊富で

底泥表層部も好気状態となり好気`性細菌類が多いが，水温が低いために有機物分解活`性は￣般に夏季

よりも低い

表３細菌類の活性

◎:大○:中△:小

取もｒ右下る

左
右
す

そして，高知県浦ノ内湾における観測結果から，深見（１９９９）３）によって細菌類の活`性は冬季

等の低水温期には水温に律速され，また夏季等の高温水期にはＤＯ濃度に律速されること。底泥での

活性は変動が大きいものの，水中ほど明瞭な季節変動は示さず，また底層水での活`性も周年にわたっ

てそれほど高くないことが明らかにされている．

しかし，市岡ら（１９９９）４）によると，内湾で分離されたPseudomonas菌類の一種である脱窒

細菌（Ｃ８－２株）の脱窒能は，図１に示すように３０℃付近で最大になり，２０℃でかなり活性が

低下するが，１０℃でも２０℃の時の約１３％の活性が残存していたとしている．そして，この脱窒

細菌付着担体（多孔性焼成珪藻士）の撒布による現場試験結果によると，表４に示すように窒素除去

量は底泥表層では１㎡１日あたり冬季で３０．７，９Ｎ，夏季で５９．４ｍｇＮ，有機物分解量は１㎡１日

あたり冬季で２６．４９，夏季で８１１９となり，冬季でも夏季のｌ／２～１／３程度の底質浄化効果が

認められたとしている．

－７８－

実験ケース

実験条件

(実験期間：

７５日間）

項目

強熱減量 ＣＯＤ 硫化物 Ｔ-Ｎ Ｔ－Ｐ

１ 3*を添加 △ × ○ ◎ ×

２ 9*を添加 ○ ○ ◎ × ◎

夏季 冬季

水質

(底層水）

水温

ＤＯ

(高い）◎

(少ない）△￣最

(低い） △→＿
(多い）◎

ｴ反

も
Ｐ

細菌類

(底泥）

好気性

嫌気性

分解活性

(少ない）△

も
左

(多い）◎

右
す

(余り高くない)○q」ろ

(多い）◎

江
右

(少ない）△

す
る

(余り高くない)○コ」
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図１脱窒細菌Ｃ８－２株の脱窒活性に及ぼす温度の影響4）

表４微生物系による底泥有機物分解および窒素除去4）

冬季

(0～２週）

夏季

(0～２週）

全窒素除去速度(mgMm2/day）

(底泥表層０～３cm）

3０．７ 5９．４

有機物分解速度(灼熱減量.g/m2/day）

(底泥柱０～２１cm）

2６．４ 8１．１

５．細菌類を用いた底質浄化方策

悪化した水・底質環境の浄化（改善）方策はこれまでにも種々試みられてきているが，その水域が

本来有する生態系のバランスの維持あるいは再生等を考慮すると，その水域における自浄能力の増強

を目指すものであることが最も望ましいものと考えられる．そして，この自浄能力の増強を日指すと

いうことは，細菌類の活性化を促すことにほかならない

このためには，その水域中に生存する従来からの細菌類の活`性化を図るか，新たに活`性の高い細菌

類を導入するかが考えられる．前者の場合には夏季間等におけるＤＯの増大を図ることが肝要なこと

であり，このためには底層水・底泥の曝気・酸化等を行ったり，海水の交流・交換を良くすること等

が考えられ，いずれも広域な水域のＤＯを増大させることは難しく，効果の確実‘性・持続性等にも問

題があり，コストもかかり過ぎる．また，後者の場合には新たな細菌類の導入に伴う生態系への影響

や環境に対する安全`性の問題，また在来種との競合の問題等がある．

さらにいずれの場合とも，細菌類の活`性が高まり，底泥中有機物の可溶化や栄養塩類の無機化等が

進めば進むほど，その水域の水質はさらに悪化することになる．

従って，このようなことを考慮すると，細菌類を用いた底質の浄化は図２に示すように，夏季間に

比べ海水の交流・交換が良く，拡散・希釈能も大きい，そしてＤＯも高く水質も比較的良好な冬季間

－７９－



比べ海水の交流・交換が良く，拡散・希釈能も大きい，そしてＤＯも高く水質も比較的良好な冬季間

に行うことが望ましいといえる．しかし，前述の通り冬季間は水温が低いため一般に細菌類の活'性は

低く，自浄能力は劣る．それ故，もし一般的な冬季間の現場（底層水）水温同様の１０～１５℃程度

に増殖・活性化の至適水温を有する好冷細菌類が活用できれば，今後有望な底質浄化方策の一つにな

り得るものと考えられる．これは同時に，このような好冷細菌類は冬季の増殖期を過ぎれば，夏季の

高温期には死滅するか夏眠するため，その水域における生態系への影響も少なくて済み，環境に対す

る安全性の確保等も可能なものと考えられる．

海水の交流・交換を良

くし，拡散・希釈等を

促進させる

夏季間等のＤＯの

増大を図る

＄

Ⅱ
底質の浄化（分解）が

進めば進むほど水質は

悪化する

Ｉ底層水・底泥の曝気・

酸化等を行う
、

（

＄

ヨ

広域な水域のＤＯを増

大させることは難し

く，効果の確実性・持

続性にも問題があり，

コストもかかり過ぎる

夏季間等に比べ海水の

交流・交換が良く，Ｄ

Ｏも高く，水質も良好

な冬季間に底質の浄化

を図るようにする

図２今後の細菌類を用いた底質浄化方策

深見ら（１９９９）５)はこの点に逸早く着目しており，南極海で分離したPseudomonas-Alcaligenes

グループに属する細菌株の中には（CA(２０)－１４株)，図３に示すように５～１５℃で良く増殖す

るものの，２０℃以上ではもはや増殖できない菌株のあることを明らかにしている．また，実際にこ

のＣＡ(２０)－１４株を内湾底泥に添加した場合の有機物分解促進効果についても調べており，図４

に示すように底泥から水中へのＮＨ４－Ｎの溶出量が，本菌無添加の場合に比べ約１．６倍程度増加す

ることを明らかにしている．

－８０－

夏季には死滅するた

め，安全性等が確保で

きる

冬季間に好冷細菌類

を用いて底質の浄化

を図る
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図４南極細菌ＣＡ(20)－１４株を添加した底泥および内湾底泥のみ

（対照区）を１５℃・溶存酸素濃度6ppmの条件で１週間培養した

ときの海水中の全窒素濃度の変化．南極細菌添加区では，細菌

懸濁液を吸着させた担体を底泥100ｇに対して１８９添加した．全

窒（TDN）と無機態窒素（DIN）との差が有機態窒素と考えられ

る．５）

ポ

しかし，このように実験室レベルでは大きな有機物分解活`性を示す細菌類も，現地で底泥に直接撒

布等した場合にはそれほど顕著な効果を発揮しない場合が多い．これは，細菌類のその水域への適応

`性の問題があると同時に，添加細菌数や在来の細菌類との競合ならびに効果の持続性の問題等がある

と考えられ，これらの点に関る今後のさらなる検討が必要と考えられる．また，前述の好冷細菌類の

活用にあたっても，今後できれば新規種の導入等は余り考えずに，その水域ではその水域で冬季間等

に分離した，より活'性力の高い在来の細菌類を用いるような底質の浄化（改善）方策を考えて行くこ

とが望ましいものと考えられる
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討論２

●司会本日、午後の部の討議の司会を務めます、資源・素材学会の山崎です。よろしくお

願いします。ご質問に当たっては名前と所属を最初におっしゃっていただき、それから発言

をお願いしたいと思います。ご意見、質問等があれば手を挙げていただけたらと思います。

●風呂田（東邦大学）森田さんにお伺がいします。アマモの移植というのは環境修復とし

てはかなり使われる方法ではないかと思います｡その場合一つ心配しているのは､先ほどサ

ヨリも入ってきたというように､移植によって他の動物の移入をしてしまうことが結果的に

起こる可能性があります｡それを防ぐには何か手立てとして考えられていることがあるのか

どうか、あるいはそういうことで移入が起こってしまった事例があるのかどうか、その辺を

お聞かせいただければありがたいと思います。よろしくお願いします。

●森田（東京久栄）ただ今の風呂田先生のご意見はもっともだと思います。これはアマモ

に限らずどのようなものでも移植移入する場合には､それに付いてくる大型の生物だけに限

らずバクテリアとかウイルスとか病気のようなものもたぶんあるだろうと思っています｡具

体的に移植に対して手立てをとったことはありません。移植の場合、幸い漁業権などの問題

もからんで周辺の藻場から採集して移植するということがほとんどでしたので､これまでは

特にそういう観点から気にしたことはありません。

具体的な対策があるかというと、私としては播種というやり方が考えられると思います。

特にこれから都市周辺での自然再生ということを考えますと､周辺には移植する種苗がない

ケースがほとんどだと思います｡そういった場合は播種を第一に考えていくべきで、できれ

ば地先の種苗を前提にした種場の整備が求められていくと思います。

●麻生（早稲田大学）大槻さんにお伺がいしたいのですが、土質浄化のための細菌の種類

については適用条件､活性化条件について非常に詳しくお聞かせいただきまして本当に参考

になりました｡私が考えるに､細菌が働くためにはやはり餌が必要になるかと思いますので、

その餌に相当するものは酸素と考えていいのでしょうか、ほかに何かあるのでしょうか。そ

れと餌の使用量が細菌によって違うと思うのですが､その使用量とそれに対する効果の度合

いはどうなっているのかということと､細菌を使用したときに餌に相当するものが自然界に

はふんだんにあって、我々が全然心配することなく細菌が使用できるのかということ、それ

が第一点です｡第二点は､細菌を入手するための難易度はどうなのかということをお聞かせ

いただきたいと思います。

●大槻（工コテクノロジー研究所）最初の質問ですが、バクテリアの栄養源というか栄養

素については大変豊富で､酸素があるかないかは活'性化、働きがよくなるか悪くなるかとい

うコントロールのファクターの問題でして､栄養物そのものは有機物にしてもたくさんある

と考えていいと思います。もちろんバクテリアによって好みが違って、Ａというのはこの食

べ物が好きで、Ｂはこの食べ物が好きだということになります。それは結果的にバクテリア

を培養するときの培地は､こういったバクテリアはこういう栄養を好みそうだということか

－８２－



ら逆にいうと､なになにの培地を使った場合にはこういうバクテリアが分離されるというか、

バクテリアによって培地を考えていくというか､そういうふうにある程度バクテリアの栄養

の好む種類と要求量はかなり明らかにされていると考えていいと思います。

二番目の質問の入手方法については､先ほどご紹介した13ある中の最後の13番目だけは今

開発中のものでまだ市販はされていませんが、それ以外はいずれも市販されています。

●麻生（早稲田大学）一番目の質問に関して栄養物の使用量に対する効果度を書いたもの

をみると、どういう細菌がいちばん適当なのかということがわかりますでしょうか。

●大槻（工コテクノロジー研究所）バクテリア全体の話はさておいて、例えば底質の浄化

あるいは水質の浄化に効くバクテリアという話であれば､その辺の研究はあまりされていな

いと考えていいのではないかと思います。

●麻生（早稲田大学）栄養物の量は自然界に豊富で、我々は特にそれを人工的に与えたり

しなくてもいいわけでしょうか。

●大槻（エコテクノロジー研究所）先ほど話しましたように、栄養物を与えているものが

結構多いのです。自然界にもありますが、より活'性化させるために与えているのだと思いま

す。そういう面では可先ほどいった１番、２番、１０番、１２番は栄養源を与えています。例えば

グルコースがそうです。ああいう糖分のようなものを与えますと、一般に非常にバクテリア

の活性化が増します。そういうものを添加するというやり方もあります。

●納士（新日本製鐵）森田さんにお尋ねします。アマモの大変興味深い増殖の話をいただ

きましてありがとうございました。三つお尋ねしたいのですが、一つは、育ったアマモを、

コンブでもそうなのでしょうけれど、育った海藻を固定するためには何らかの形で、利用と

いうか加工が必要なのですが､その固定方法についてどういうことをお考えになっているの

かというのが－つです。二つ目に、これはちょっと企業秘密になることですが、もし海藻の

炭酸ガスの吸収が期待できるのなら､東京久栄さんでは森林吸収に相当するようなものを海

を利用して大々的にお考えになっているのかということ。三つ目に、今回の京都議定書でも

森林吸収については世界的に認められていても､海藻を利用した吸収については今回の議定

書では認められておりませんが、世界的にはどういうふうになっていて、将来的にはそうい

ったものも認められていくような動きになるのでしょうか。以上三点をお尋ねいたします。

●森田（東京久栄）後半の問題は私の手に余るので的確なお答えができるかどうかわかり

ませんが、まず－番目の固定処理の方法の問題は、海藻で栄養塩を吸収固定しても枯れて分

解してしまえば元に戻ってしまい、結局浄化にはなっていないだろうといわれるのですが、

私はそういう考え方に疑問を持っています。工業的に考えると、確かに吸収固定したものを

何らかの形で取り出してどこかに処分しない限りは最終的に浄化したことにならないと言

えるのだろうと思いますが、結局そういう考え方をすると常に物質は一方向の流れで、入っ

てきたものに対してどこかで処分地を確保しなければいけないという、ごみと同じような話
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になってしまうと思います。

東京湾では窒素の流入負荷源の6割は輸入食品からきているということがいわれています。

結局入ってきたものを最終的に工業的な考え方だけで処分していくというと､どこかで取り

上げたものを陸地で処分する、また焼却して戻すということになるのだろうと思うのです。

そこで私は基本的に海域の生産量を上げてフラックスを大きくしていく､循環の量を増やし

ていくという過程が浄化につながっていくと考えています｡多様な生態系の循環の和を多様

な自然の中で作りあげていく｡その中で人間が食料として取り上げたり自然に系外に出てい

くなど、そういう流れに委ねていくのが本来の浄化ではないかと考えています。

二番目、三番目の部分は近接した問題ですのでまとめてお答えしたいのですが、RITEの

研究の一環で東京大学の磯部先生が中心になってワークショップを行い、確か5年間ぐらい

サンゴの炭酸ガスの吸収固定の測定をしたあと､やはり海草がどのぐらい吸収固定している

のかを研究されています。今年の春までやっていましたので、まだその最終的なまとめは出

ていないのだろうと思うのですが､最終討論の話を聞いていると、これもサンゴと同じよう

にネットで最終的に吸収固定になっているかどうかはまだはっきりといい難いような議論

になっていたという印象を持っています｡ですから現時点の研究レベルではまだ最終的にネ

ットの吸収源になっているとはい言えないと思います。

ただ私個人では、アマモ類は根茎が非常に発達していて、それがかなり土壌の中で固定さ

れていくと考えています。戦後、燃料がない時期に河口の近くで根茎の非常に発達したハス

などの根が炭化していったような土壌を掘り出して燃料にしていた時代があり､そうした状

況を写真で見たことがあります。そういう意味では、陸と同じ植物で根茎の発達しているア

マモは炭酸ガスを吸収固定している可能性があるのではないかと思っています。

●乃万（漁港浅海開発コンサルタント）森田さんに伺がいます。アマモ場が技術的に進ん

でいるということで非常に賞賛したいと思います。そこで先ほど直接効果が5.7トン、これ

はヘクタール当たりだろうと思うのですが、これがだいたい広島ということですが、これは

他の地域ではいかがなのかという点が一点。それからアマモの場合、食害魚がいるのかいな

いのか。作る方はいいのですが、それを壊す方の要素があるのではないかということが一点

です。もう一つアマモについては土壌条件があるのかどうか。おそらくこの場合は土壌から

栄養塩を吸収するのではないかと思うのですが、この辺りはどうかということが一点です。

その他の藻場の造成技術というのはどういう状態なのでしょうか。アラメ、カジメ、こう

いうあたりの直接効果といいますか｡今､水産庁で37万トン魚を増やそうというのがありま

す。藻場で5.7トンというと、３７万トンというのは藻場ができさえすればという感じもする

のですが、アラメカジメの直接効果は検討されているかどうか。以上の点についてお願い

します。

●森田（東京久栄）まず第一番目の漁獲金額ですが、漁獲金額の算定根拠にしたのは岡山

県の資料です｡マリノフォーラムの研究の中で東和科学さんが多々良モデルというものを使

って試算をしています。ベースになっているのはアマモ場に生息するマダイについて、基礎

生産が浮遊系の植物プランクトンか､海藻由来のベントス系できているかどうかという割合

を安定同位対比でみると､40％はベントス系の食物連鎖に依存しているというデータが得ら
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れています。それを根拠にして、例えばマダイと同じ程度アマモ場に依存している魚種につ

いては同じようにアマモの生産量が4割転嫁していっているだろう。ごくたまに来遊してく

るだけの魚の依存度は例えば10％とか、かなりラフなやり方なのですが、そういう大雑把な

見積をして､岡山県内で漁獲されるベントス食系の魚類の依存割合を積み上げていって計算

した結果が先程図で示したような形になります｡そういうことですのでかなり大雑把な見積

ですが、今のところこれに代わる算定方法がありませんので、参考として示しました。

二番目に食害魚の問題ですが､アマモについて私の知る限りでは魚類で積極的に食べるも

のはいないと思っています｡アマモを食べるとわかっているのはアメフラシやヨコエビの仲

間です。マリノフォーラムの中で岡山県水産試験場の方が食害実験をやったのですが、テッ

ポウエビがアマモの葉を食べるのが確認できています｡テッポウエビはかなり積極的にアマ

モの葉を食べますが、アマモの葉鞘部､鞘状になったところは厚くてどうも切って食べ切れ

ないようなのです｡私も今までいろいろなアマモ場を見てきまして、短く切り取られている

ような状況は確認しているのですが､完全に食べ切っている状況はほとんど見たことがあり

ません。全部食べてしまうのは鳥ぐらいかと思っています。

三番目の土壌条件ですが､私が全国のアマモ場を見てきた中では非常に多様な底質条件の

中でアマモは生育していました。立つと腰まで埋まってしまうような軟泥質のところから、

ザラザラした礫質のところまで多様な底質環境の下でアマモは生育しています｡ですから生

育を制限するような底質そのものの条件はあまりないのではないか｡むしろ支持基盤として

の底質条件が非常に重要なファクターだと思っています。

最後に造成技術の部分で､岩礁性藻場について算定されたことはないかということですが、

先ほどの安定同位対比というような形で､いくつかやられているという話は聞いたことがあ

りますが､残念ながら成果までは把握していませんので今日はお答えすることができません。

●福井（太平洋マテリアル）上野さんへの質問です。今回は資源循環再生技術ということ

でお話を聞かせていただきましたが、我々セメントメーカーも再生技術に関しては、都市ご

みの焼却灰を利用したエコセメントとか､石炭灰の有効利用ということでいろいろやってお

りまして、海洋関係の分野に関しても、今回はアコヤ貝を使っていますが、カキ殻の問題が

重要になってきていて、アコヤ貝、カキ、ホタテ等の処理、今後の活用方法についていろい

ろ検討しております｡それらを考えるうえでリサイクル率が一つの大きな指標になってくる

と思います。今回は凌喋士20％、５０％、養殖排出物50％でやられており、５０％の部分に関し

ては夏場はあまりよくない結果も得られていますが､どのあたりまでリサイクル率を上げら

れるかということと、養殖排出物に関しては50％一つのデータしかないのですが、これをさ

らに上げた場合にはどのような傾向を示すかということを､実験をやられた立場から聞かせ

ていただければと思います。

●上野（大成建設）その答えがまさに今回の再生実験の答えです。いったいどこまで泥を

汚しても大丈夫なのか。それは使用材料によって非常に異なりますので、統一的な指標とし

てCOD、トータル窒素や強熱減量の項目で生物種類数を評価してきました。その結果から

いくと、ＣＯＤで数mg/gDwぐらい干潟材料が生物にとって最適という結果となりました。そ

うすると現地盤の砂質土と投入する廃棄物系、例えば凌喋土なり養殖負荷のもの、それの卜
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－タルでブレンドした結果がCODで数mg/gDwに入れば、生態系として成り立つのではない

か｡今回のケースですとだいたい20～30％ぐらいの混合率で砂とへドロを混ぜれば良いとい

うことになります。

●乃万（漁港浅海開発コンサルタント）大槻さんにお伺がいします。先ほど南極の細菌を

導入すると。結局外来の細菌を日本へ持ってくるというお話しでしたが､外来種の移植とい

うのは非常に問題があるわけです。こういうものを持ち込んで、また今日の説明としては夏

場は死ぬということをいわれたのですが､実際に細菌が分裂する期間は非常に短いわけです。

そうするとだいたい死ぬまでの間に何世代も繰り返します｡そうすると環境条件のちょっと

した刺激を受けていけば､その先には突然変異の可能性がずいぶん大きくなっているのでは

ないか｡そういう点でかなり危険なことをやられているのではないかとちょっと感じるので

す。そこで安全｣性をどういう機関でチェックされているのかをお聞きしたいのです。

●大槻（エコテクノロジー研究所）おっしゃるとおりだと思います。南極海の株を深見先

生たちが使われたのは､こういう考え方とこういうやり方があるのではないかという一つの

例を示されたのだと思うのです｡具体的に内之浦湾あたりでやられたかどうかというのは聞

いていませんし、ただ試験室に持ってきてやったと聞いています｡そういう面ではご質問の

ように、原則的にはよそのものを持ってくるのはあまりよくないことでして、下水処理など

の場合もそこの土着のバクテリアを使うのが一般的な流れですし､海の場合もまったくそう

あるべきだと思います。ただ一つのデモとしては非常にいいデモだと思っています。それに

変異の問題も今後どうなるか調べる必要があると思います。

二番目の話のバクテリアの安全性等の問題は､海域のバクテリアについては詳しくはわか

りませんが、使用基準を定めるようなことで、検討されているのではないでしょうか。

●司会（山崎）私からも少しお聞きしたいことがありますので。私自身はこういう再生と

いうか人為的に甦らせるということを考えていくうえで、これが与えるいい影響、つまり再

生するという部分と、インパクトみたいなものがもちろんあると思うのですが、それをどう

やってモニタリングしていくか､あるいはどれぐらいの期間モニタリングしたらいいのかと

いうのが分かっていないのではないかという気がします。

先ほど上野さんのご講演が終わったときに上野さんに､どれぐらいの期間モニタリングし

たらいいのかというお話を個人的にお聞きしたのですが､そのあと森田さんのご講演をうか

がったら9年ぐらいとか、長いものについてはそのぐらいの結果で、まだ途中経過かなとい

う印象を受けました。もちろん藻場と干潟とでは全然様相が違うのかもしれないのですが、

最初に上野さんにお聞きしたいのは､英虞湾の場合にかなり栄養のあるもの、いろいろなも

のを含んでいるものを使っているので、逆にいうと、ある時間経つとそこから水中に出てく

るものがだんだん減っていくと思います｡そうすると当初はよくなさそうにみえるものがあ

る期間経つと実はよくなるということがひょっとしたらあるのではないか｡そういう意味で、

今のプロジェクトの中で想定しているモニタリング期間についてどういうふうにお考えに

なっているかをお伺がいしたいと思います。
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●上野（大成建設）先ほどの休み時間にお答えしたのは、３年間測って次のステップにい

きたいと申しあげました。まさしくおっしゃるとおり、何をねらって測るかによってターゲ

ットが変わるのですが､私の今手がけているのは非常に小規模な話で、次のステップアップ

で中規模にしてだんだん大きくすると、そういう意味で一つの結論は3年間ぐらいで見極め

ていくというスタンスです。おっしゃるとおり、非常に有機物量が多いものが徐々にきれい

になっていく過程も追いかけたいので、その場合はやはり10年ぐらいかかるかと思います。

簡単な計算でいきますと10年ぐらいかかってやっと差が見えてくるかと思います。ただ､そ

ういうデータは継続的にやる必要はあまりなくて､3年に1回ぐらいのスタンスでやればいい

のかと思っています。

どんなプロジェクトでもそうですが､森田さんのやる非常に大規模な長いプロジェクトも

そうですが､長期的に事業として予算を取っていくのは大変な話で、そこで何とかブレーク

スルーをしないといけない｡それが海洋の環境をやる人間がみな抱えている問題だと思いま

す。私が今手がけている問題としては、モニタリングブイを導入して継続的に何年か測って

いくのが一つの環境モニタリングの解決策だと考えています｡これだと初期投資はかかりま

すが運用は非常に安くなる。それで10年ぐらいはモニタリングをする。それが－つこれから

進めていく方向性かと思っています。

●司会(山崎）ありがとうございました｡実は森田さんにもお伺がいしたことがあります。

今おっしゃったようなプロジェクトの限界みたいなものを広島の例のところで4年間ぐらい

予算がつかなかった時期があり、実際の藻場の造成がそこにまたがって3年間やられていま

す。ちょっとお聞きしたときの印象では、中断する前の91年にやったものでどこまで広がっ

たのか、そして例えば96年に再開されるときに、どこまでの効果が最初の1年のぶんで4年間

であったかということをきちっと押さえられて次のところへ入ったのかどうかをまずお聞

きしたいのと､最終的に見せていただいたものは91年のものと96年と97年のものが全部積算

されたものだと思うのですが､そのへんの分離ができているのかどうかをお伺がいしたいの

ですが。

●森田（東京久栄）途中経過については、造成後、1.5年ほど経った時点でモニタリング

をして確認をしています。その結果は沿岸域学会で発表しています。それは初年度の1,000

㎡の部分の移植のみでしたが、その時点では分布の拡大はほとんど見られませんでした。被

度の上昇は当然あったのですが、面積の拡大は残念ながらほとんどありませんでした。むし

ろ先ほどの説明の中にあったような底引網による引き抜きが一部見られました。

あのような分布域の拡大は2年度目､3年度目の移植が終わってから急速に広まっていった

というのが実情です。午前の部でも規模の問題がちょっと出ましたが、そういう意味では、

場所の条件にもよるのでしょうが､ある程度藻場造成にはまとまった規模の造成が最初に必

要なのではないかと思います｡底質条件が合ったとしても最小の単位というのがあるのかな

と思います｡見かけ上はずいぶん経っているように見えますが、分布域を拡大したのは造成

規模拡大の効果だとみていいと思います。

●司会（山崎）今の内容について午前中の講演者である風呂田先生にモニタリングの方法
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とか期間についてコメントいただけたらと思います。いかがでしょうか。

●風呂田（東邦大学）それは最初の事業の目的にかなり影響を受けると思うのです。例え

ば環境修復として予算を取って社会的な責任があるからということでやるとなれば､最初の

環境修復の目標にどれだけ応えているかということをちゃんと評価しなければいけない｡今

のアマモの話ですと、アマモの育成がどういう形で行われているかということで、それだと

3年から5年ぐらいで－通りの傾向は出ると思います。ただし、これがもっと違っていて、例

えば干潟の生物群集全体の問題まで出てくると､なかなかそう簡単には終わらないだろうと

思います。おそらく毎年毎年の自然状態の中での年間のばらつきもあるので、５年やったと

ころでどういう評価が行われるか、ひょっとしたらその5年間にまた戻って大きな変動が始

まっているのかもしれない。はっきりいえば本当は無限大にする必要性があるだろう。そう

すると､では最初から予算をどうするか､人材をどうするかという問題にかかってくるので、

最初から保証できるものではないのです。基本的にはそういうことで、モニタリングが社会

からの参加型で誰でもできていくようなバックグラウンドを作っておくということがむし

ろ必要ではないかと思います。

深いところで､例えば潜水調査をしなければいけないとなるとかなり人材と予算が必要に

なりますが､干潟の生物のモニタリングであれば､住民参加型の学習型のデータ集積を続け

ていくことも考えられるでしょう。このあいだも私の大学の公開講座でやったのですが､子

どもたちも含めてベントスの採集調査ということを干潟観察にしてしまう｡そのときには干

潟の砂の一定面積の深さ20センチまでやらせたのですが、砂を取ってふるいをかけて、その

中の生き物をみんなで拾うのです｡それ自体子どもたちも非常に喜びます。ミミズがいたと

か、これはゴカイのことなのですけれど、そうやって集めてきて、そのときにラフな形で二

枚貝が何匹いて何グラムいたとか、ゴカイが何匹いたというのがすぐ出ます。それは本当の

データにはなかなかなりませんが､そのあとは専門家が参加して詳しい資料で、あるいは定

量値を出す｡それが－つのイベント化できるので、これは極端にいうと予算がなくてもそう

いうチャンスさえあれば延々と続いていってデータの集積ができるわけです。

ですから､そういうふうに社会的にデータが出てくるような環境づくりを最初に用意して

おけば､ある意味でモニタリングを延々続けてもらえるということにもなるだろうと思いま

す。ただ、それが最初の環境修復を目的とした構造物に対するモニタリング結果なのか、あ

るいは自然状態での変動をずっと追いかけていくのか､どこかでわからなくなってくると思

いますが、データとしてはずっと上がってくるのではないかと思います。そういう賢い対応

を最初にどういう形で用意しておくか。これは最初の計画の段階でも重要ですし、実際にそ

ういうものにタッチできるような機関や人材の確保を干潟造成の段階から予定しておいて

データがずっと上がってくるようなことをしておけば､あまり最初から予算とか時間を気に

しなくてもちゃんとしたモニタリングになります。

ただ､それは干潟や人が簡単にアプローチできるところでは基本的にはかなりその場所を

有効利用する形でやっていけるだろう。しかし深いところになるとどうしても船がいるしダ

イバーがいるので、はっきりいって人と金がいります。それもある程度安ければ大学の研究

機関の研究テーマとして､あるいは個人の研究者のテーマとしてその研究をすることで業績

が上がりますし、自分の勉強にもなるということが保証されていけば、かなりの方が参加で
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きるわけです。

例えば東京湾でいちばん大きな阻害要因になっているのが調査許可の問題､あるいは支援

体制の問題です。例えばダイビングで調査しようとすると、通常は船が2隻いります。船長

も付けなければいけないし監視者もつけなければいけない｡その許可をもらうためには漁業

協同組合の同意書、港湾事務所の同意書、土木事務所の同意書、さまざまな手続が必要にな

ってきます。それだけでものすごい人材的投資をしなければいけないのです。つまりモニタ

リングができるようなバックグラウンドを行政側が自ら縛っているというところも存在し

ます。ですから、そういうところは例えば行政の中でそういうことを進めていくのだという

体制を作ってくれて誰かがやるのだったら､そういう許認可に関しては事前に行政側のやり

やすい状況作っておくという形で､先ほどのような一般の方が参加した形でのデータの集積

ができると思います。

ですからみんなができるような状況を作って、そこからデータが上がってきて、さらに次

の研究の進展があるという相乗作用をねらうような戦略を､人工的に改修工事を進めたとき

に最初から考えておけば効率的で実践的なモニタリングができるのではないかと思ってい

ます。

●司会（山崎）この先、いわゆる公共事業型の自然再生みたいなものが行われていくとし

たときに、その事業の中でできる範囲はかなり限界があると思っています。今お話いただい

たことが一つのヒントというか､事業とモニタリングを少し分離するということではないか

と思います｡これに関連して何かご意見とかコメントがありましたらお願いしたいと思いま

す。特になければ他にございますか。

●遠藤（日本大学）大槻さんへご質問します。先ほどバクテリアに栄養というお話があり

ましたが､実はバクテリアをどのようにコントロールしていくかということに関連しまして、

栄養になるものを外から与えるということであればそれでコントロールできるということ

もあると思うのですが､底質の中に栄養そのものがたくさんあってそれをバクテリアが食べ

てくれるか摂取してくれるということで浄化が進むのだろうと私は解釈しています｡そうし

ますと底質が大量にありますとバクテリアがどんどん増殖していって､環境が整っていた場

合、それがどんどん増殖していって最後はどうなるのかということと、結果的に底質がきれ

いになったところで､それが餌だとすれば餌がなくなってそこで死滅してしまうということ

で浄化が終わるのかなと思うのですが、その辺についてお伺がいします。

●大槻（エコテクノロジー研究所）まったくそのとおりだと思います。有機汚染の場合で

すが、大量に汚染底泥があればあるほど、栄養分がたっぷりあるわけなので、バクテリアが

いい条件下で繁殖できればできるほどいわゆる無機化が進んで行くのだと思います｡無機化

が進んで最終的には電子顕微鏡で見えるような､日本近海の場合は珪藻類が大変多いために

珪藻土が多いのですが、ああいう珪藻士の殻のようなものになってしまいます。例えば外洋

深海の場合は有孔虫類が多いですから非常に粒径の細かい弾性のあるシルト分になります

が、最終的にはそういうふうに無機化されるのだと思います。あればあるほど、分解が進め

ば進むほど。分解が終わればバクテリアもそこにいなくなってしまいます。おっしゃるとお
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りです。

●遠藤（日本大学）それに関しまして、途中でバクテリアが繁殖し過ぎるといいますか予

想外に繁殖するといったときには周りへの影響とか､そのへんはどのようになるのでしょう

か。バクテリア同士の競合みたいなものが起こるのですか。

●大槻（工コテクノロジー研究所）想定されるのは、おそらくそういった大繁殖という場

合は何か熱をもつのではないでしょうか。例えば分解をより早めようというときは、グルコ

ースのようなものを加えると非常に分解が早くなります｡その結果として非常に熱が出てき

ます｡そういうようなこと以外での影響というのは私もわかりません。例えば海底泥中には

腐植物質がありますが､おそらくバクテリアのアクティビティには腐植物質も関与している

と思います。この腐植物質というのは土壌抽出液で茶褐色の物質ですが、いわゆる腐植物質

の関与の具合とバクテリアの活性というのは､熱なのか酸なのか何かわかりませんが害を与

えるようなものか､どういう挙動を示すかというあたりはあまり研究されていないのではな

いでしょうか、よくわかりません。

●司会（山崎）他にご質問がなければ、講演者のお三方にもう一度拍手をお願いしたいと

思います。討論へのご協力ありがとうございました。
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△
式

挨拶閉

海洋調査技術学会徳山英一

海洋調査技術学会の徳山でございます｡実はこの閉会の辞は私どもが所属している学会の

会長である寺本俊彦がするべきでしたが、所要があり私が代理で話させていただきます。

今日は朝から今まで、長い時間、皆様ご苦労さまでした。

今日のテーマはこの海洋工学会やパネルの趣旨に非常に合っていると私は自我自賛して

います。というのは、このような２０世紀の後半に自然環境を破壊するということを我々は予

測もしなかったのですが､予測しないということは既成の学会がそれに対応することを予測

していなかったわけで､工学と理学という横の連携を持って新しい問題に対処していくとい

うことは正に素晴らしいことだと思います。今後も新しいテーマ、すなわち海洋工学会とい

う組織が一番対応するのに適任であろうというテーマを選び出してこの会を進めていきた

いと思いますのでよろしくお願い致します｡どうも今日は長い時間ありがとうございました。
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